


■　本書の読み方
　この医療技術フォーサイト 2050 は、読者の皆さまと共に 2050 年の医療技術のあり方を考える契機
となることを願って作成したホワイトペーパーです。
　本書の内容を読み進めていただく前に、以下の点をご一読ください。

●　本書のスタンス
　本書は、2050 年という長期的な時間軸のもと、医療技術の未来像を構想するための視座を提示する
ことを目的としています。そのため、社会構造や人口動態、知識体系の進化といった、より普遍的か
つ構造的な変化に焦点を当てています。これにより、多様な国や地域においても共有可能な視点や問
いを描き出すことを重視しています。

●　地政学的リスクの範囲外での議論
　一方で、特定の国や地域の制度設計、医療政策、経済情勢、さらには地政学的リスクなど、国際関
係に強く依存する変動要素については、詳細な言及をあえて行っておりません。これらの要素も医療
技術の未来に影響を及ぼす重要な要素ではありますが、本書ではそれらを超えて共有し得る構想の提
示に主眼を置いています。

●　データの特性について
　本書では、経済・社会・人口統計・医療制度に関する各種指標を引用していますが、これらのデー
タには、それぞれ統計的な前提条件や作成上の限界が伴っており、一定の不確かさが含まれる点にご
注意ください。

●　画像の性質について
　本書に掲載されている一部の画像は、生成系 AI（ChatGPT 等）を活用して作成しています。これら
の画像は、2050 年の医療のあり方を共に想像する「きっかけ」として提示したもので、医学的・工学
的に正確な再現を意図したものではありません。

●　記載された意見の位置づけ
　本書に記載されている意見・見解は、ワーキンググループ間の議論を経て作成されたものでありま
すが、公益財団法人医療機器センターおよび附属医療機器産業研究所の公式な見解ではありません。
　　
●　研究討論を目的とした資料であること
　本ホワイトペーパーは、政策・研究上の討論を喚起することを目的として配布しており、その引用・
参照・利用は自由ですが、それにより発生したいかなる損害についても、ワーキンググループメンバー
および公益財団法人医療機器センター、附属医療機器産業研究所は責任を負いかねます。

<事務局 >
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〒113-0033　東京都文京区本郷 1-28-34 本郷MKビル 2階
E-mail：mdsi@jaame.or.jp
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E X E C U T I V E
S U M M A R Y

本ホワイトペーパーは、2050 年という将来を見据え、医療技術が果たすべき役割とその設計思想を
描き出すものである。医療現場に立つ 7 名の医師との共創を通じて、現場から生まれる実感と社会構
造の変化を重ね合わせながら、医療技術の未来像とその実現に向けた方向性と考え方を提示した。

急速な高齢化、人口減少、医療従事者の偏在・不足、そして都市構造や生活様式の変化に直面する中で、
医療技術にはこれまで以上に多様な機能と社会的な意味づけが求められている。同時に、AI やセンサー
技術の進化、知識の分散化と統合といった技術的背景が、医療の現場や制度に新たな可能性と課題を
投げかけている。

こうした背景のもと、本書では、未来の医療技術を構想するための 3 層構造のフレームワークを提
示する。まず、社会・技術環境の変化を「6 つの Factor」として捉え、そこから導かれる医療の未来
像を「3 つの Vision」として提示。そして、その実現に向けた「6 つの Action」を具体的な技術・制
度の方向性として描いている。

本ホワイトペーパーは、医療技術の開発・実装・制度設計に関わるすべてのステークホルダーにとっ
て、共通の問いを共有し、協働の起点となることを目指している。



◆ 医療技術フォーサイト 2050 ◆

6 つの Factor（未来を形づくる変化）
• 　都市構造の変化
• 　新たな医療格差
• 　人口構造の変化
• 　知識構造の進化
• 　疾患数の増加
• 　人とモノの⽐重の変化

3 つの Vision（医療の未来像）
1. 　常態を再現する医療技術（質の向上）

2. 　現場対応型の医療技術（量の拡⼤）

3. 　動的・双⽅向の医療技術（時間・空間の拡張）

6 つの Action（技術の⽅向性）
• 　常態再現にむけた診断機器 / 治療機器
• 　プラットフォーム医療技術
• 　現場に応じた適応型医療技術
• 　持続可能な簡素で低負荷な医療技術
• 　専門知を統合する医療技術
• 　地域・生活圏へ展開する医療技術
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医療技術フォーサイト 2050 のコンテクスト
私たちは、感染症の克服と救命、検査機器や手術衛生管理の充実、低侵襲化や精密化といった多様

な進化を経て、現在の医療技術へたどり着いた。
次の医療技術は医療にどのように届くのだろうか。日進月歩の研究開発によって生み出される新た

な医療技術を、いかに社会に届け、現場に根付かせていけるのだろうか。
医療技術フォーサイト 2050 は、今から 25 年後の 2050 年を焦点とし、これからの医療技術の歩

み方を 7 名の医師の視点と共に考える挑戦的な試みである。
この 25 年間を「人」という視点から捉えてみる。2050 年までの 25 年間は、現在「現役世代」と

される 40 歳が 65 歳に達する期間にあたる。25 年という時間は、現在の「現役世代」が医療を受け
る当事者となることを見据えて、未来の医療技術を自分ごととして考え、備えることができる時間と
も言える。

また、この 25 年間を「医療技術の研究開発」という視点から見てみると、別の側面を有する。今ま
でにない医療技術の基礎となるコアテクノロジーの研究開発は 10 年から 15 年を要する。さらに、実
際の医療機器の研究開発にも、同様に 10 年から 15 年の時間を要する。このように考えると、2025
年からの 25 年間をどのように歩むかは、「医療技術の未来」を左右する大きな鍵となる。

2050 年に求められる医療技術にたどり着くためには、逆算すると 20 年から 30 年という時間軸を
前提としなければならず、それは図らずも現在そのものなのである。

この時間軸を長いと見るか、短いと見るかは人それぞれであるが、いずれにしても、「今この瞬間こ
そが 2050 年の医療技術を形づくる始点」である。25 年後の医療をどう描くかによって、今からの選
択と判断・決断が異なるものとなる。結果として、「未来の医療技術」を変えることになる。

1.1
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しかしながら、私たちは、2050 年を「予測」したいわけではない。ましてや非現実的な SF 的な創
造でもない。推測でもなければ、画一的な道筋を示したり、唯一の正解を導き出したりすることが目
的ではない。未来を正確に予測することは誰にもできない。

それでも、未来は描かなければ、議論しなければ、表現しなければ実現しない。だからこそ私たちは、
「いま、どんな問いを持ち、どこに向かうべきか」を考えるために、共に未来を見つめ、2050 年を描
こうとしている。

本書は、そのための「たたき台」として執筆したものである。

「今この瞬間こそが 2050 年の医療を形づくる始点」

2050 が直面する問いと医療技術の呼応
本プロジェクトでは、2050 年の医療技術の未来像を描くにあたり、「どんな技術を開発するか」と

いうテクノロジー起点ではなく、「2050 年の社会がどのような問いを突きつけてくるのか」という「問
い」の探索から出発した。

これは、医療技術が単にテクノロジーの進化や融合の先にあるものではなく、社会の構造や制度、そ
して人々の価値観の変化をふまえた社会や現場からの要請に応じて設計されていくべき側面があると
考えるからである。

1.3

課題先進国としてのリーダーシップ 
日本は公衆衛生の均てん化を実現した、世界でも数少ない国の一つである。国民皆保険制度や地域保

健の制度整備を背景に、戦後の困難な時期を乗り越え、世界的に類を見ない健康水準を達成した。し
かしその一方で、急速な少子高齢社会の到来により、医療における需要と供給のバランスが崩れつつ
あり、いままでの医療の在り方をアップデートする時期に来ている。

高齢者の医療需要が増大する一方で、医療人材や財政資源の確保は困難さを増し、「質の高い医療を、
いかに持続可能なかたちで提供し続けるか」という課題に直面している。

世界のすべての国々は、まだこのような医療と社会の構造的な不均衡のなかでの「医療のかたち」を
経験していない。だからこそ、課題先進国である日本がこの厳しい状況のなかでも医療水準の維持を
図りながら、アンメット・メディカル・ニーズに応える努力を重ねていくことは、世界中から注目を
集めるものであり、すなわち日本のリーダーシップを示し、世界に大きな示唆を与える機会となる。

1.2
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未来の責任から描き出された現場のまなざし

また、この「問い」の起点は統計データや既存のレポートのみに依存することなく、課題先進国・日
本の現場で医療の可能性と限界の両方を日々経験している医師たちのまなざしとした。

このまなざしを通じて見えてきた課題や現場からの要請を言語化することで、2050 年が私たちに突
きつけてくる問いを先取りし、そこから応答する医療技術のあり方を構想した。

そしてこの取り組みは、医療技術が人と社会の変化に対して「ともに変化しうる関係」でありつづ
けること、制度や現場、ケアの文脈と相互に呼応しながら発展していくこと、そして、技術そのもの
が未来との関係性を問い返す力をもつことを目指した。

こうした視点の重なりを通じて、「問いに呼応する医療技術」の実現に向けた一歩を踏み出そうとし
ている。

私たちが描こうとしているのは、目の前の「現場の課題に応える技術」ではない。これは大事な視
点であるが、本書の主眼はそこにはない。

医療現場における将来の課題を解決する医療技術は、それ自体が固定的なものではなく、どのよう
に形成され、どのように医療に位置づけられ、そしてどのような未来像と結びつけられていくのかと
いう文脈の中で捉え直す必要がある。

このような視点をふまえ、医療技術フォーサイト 2050 が目指すのは、「現場に応えるための道具」
を提示することではなく、「なぜそれが社会に存在すべき技術なのか」という問いを、技術・医療・社
会構造の交差点から描くことである。

すなわち本書は、次の世代に向けた「未来への責任」としての問いかけであり、産業・医療・社会
に対する共創的な応答のかたちを模索する試みでもある。

1.4

医療技術フォーサイト 2050 の構成
『医療技術フォーサイト 2050』は、7 名の医師によるワーキンググループ（WG）を 2025 年 2 月

に組成し、同年 3 月より月 1 回のペースで開催した会合と、それに並行した執筆作業を通じて構想・
編纂されたものである。WG メンバーは、それぞれ異なる専門領域の現場での診療に携わる中で、日
常の臨床と未来の構想を往来しながら、各自の視点を持ち寄り、WG での対話とともに内容を練り上
げた。

1.5
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本書は、以下の 4 章構成となっている。第 1 章「はじめに」では、この取り組みの背景と視座を記した。
続く、第 2 章「2050 年の医療技術の指針」では、医師から提示された多様なキーワードを 6 つの変
化要因（Factor）に整理し、そこから導き出された 3 つの Vision と 6 つの Action をもとに、2050
年に向けた医療技術のあり方を構想する土台を形成した。そして、第 3 章「7 つの視座から読み解く
医療技術」では、医師がそれぞれの専門領域の観点から、前章の Vision と Action をふまえ、2050
年の医療技術の姿を具体的に描き出している。最後に、第 4 章「医療技術の未来に向けて」では、こ
の取り組みのまとめとこれからの発展の方向性を示した。
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2050 年の医療技術の指針
BLUEPRINTS FOR MEDICAL 
TECHNOLOGY IN 2050

2

2050 年を展望する６つの Factor
人口構造の変化・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・10
新たな医療格差・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・12
都市構造の変化・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・14
医療の知識構造の進化・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・16
疾患数の増加・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・18
人 ( 技術 ) とモノ ( 機器 ) の⽐重の変化・・・・・・・・・・・・・・・・20

３つの Vision
Vision1：常態を再現する医療技術・・・・・・・・・・・・・・・・・・24
Vision2：現場適応型の医療技術・・・・・・・・・・・・・・・・・・・24
Vision3：動的・双方向の医療技術・・・・・・・・・・・・・・・・・・25

６つの Action
Action1：常態再現に向けた診断機器 / 治療機器・・・・・・・・・・・26
Action2：プラットフォーム医療技術・・・・・・・・・・・・・・・・26
Action3：現場に応じた適応型医療技術・・・・・・・・・・・・・・・27
Action4：持続可能な簡素で低負荷な医療技術・・・・・・・・・・・・27
Action5：専門知を統合する医療技術・・・・・・・・・・・・・・・・28
Action6：地域・生活圏へ展開する医療技術・・・・・・・・・・・・・28
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2．2050 を展望する 6 つの Factor
2050 年の医療技術を構想するためには、まず医療を取り巻く環境やその社会的背景を可能な限り的

確に捉える必要がある。
本章では、2050 年の医療を取り巻く環境を展望した 11 の文献 1 － 11 と、7 名の医師から寄せられ

た多様なキーワードをもとに、未来をかたちづくる 6 つの変化要因を抽出した。
これらの Factor は、大きく二つの視点に分類される。ひとつは、社会の変化に関する 3 つの視点、

①人口構造の変化、②新たな医療格差、③都市構造の変化である。そして、もうひとつは、医療その
ものの変化に関する 3 つの視点、④疾患数の増加、⑤医療の知識構造の進化、⑥人（技術・知識）と
モノ（機器）の⽐重の変化、である。

これら 6 つの変化要因は、現段階において想定し得る 2050 年の環境や課題を示す起点、即ち 6 つ
の Factor として設定した。

私たちはこの 6 つの Factor をもとに、医療技術が応答すべき方向性として 3 つの Vision を構想し、
さらにその実現に向けた具体的な方策として 6 つの Action を導出した。

以下では、まずこれら 6 つの Factor を概説し、その後、Vision と Action を通じて医療技術の未来
像を構想するための基盤を示していく。 
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7 名の医師から寄せられた多様なキーワードから抽出した 6 つの Factor
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人口構造の変化
1　はじめに

2050 年の医療技術を展望するにあたり、人口構造の変化は、医療需要の変化に直結し、またそれに
応じた医療提供体制や技術開発の在り方にも強い影響を与えるという点で、極めて重要な要素である。

例えば、人口と年齢バランスが一定である地域では、需要と供給のバランスを調整することが⽐較
的容易であり、医療資源の配分計画や医療機器の導入戦略も、安定した前提のもとで構築されやすい
であろう。しかし、現実には多くの国と地域で人口構造の大きな転換期が到来しつつある。2050 年の
医療技術を考える上では、こうした変動する人口動態に適応し、需要に応じた医療が柔軟に提供でき
る医療技術の構想が求められる。

そこで本節では、世界における人口動態の主要な傾向について概観し、こうした人口動態の変化に
対応するために 2050 年に求められる医療技術の方向性を考察する。

2　世界の地域別動向 12 
2.1　全世界の人口の推移

国連の推計によれば、2023 年時点での世界の総人口は約 83 億人であり、2050 年には約 97 億人
に達すると見込まれている。このように、世界人口は 2050 年まで増加を続けると予測されているが、
各国の状況に目を向けると事情は一様ではない。既に人口のピークを迎えた国がある一方で、今後 25
年以内に人口のピークを迎えると予測される国、さらに今後 100 年にわたって人口が増加し続けると
見られる国々も存在する。

2.2　既に人口のピークを迎え、人口減少フェーズに入っている国々 ( グループ A)
中国、ドイツ、日本、ロシア連邦などの 63 ヵ国・地域 ( 世界人口の約 28%) では既に人口増加のピー

クを迎えており、これら国々の人口は 2050 年には 20％減少し、今後 30 年間で 14% 減少すると推
計されている。グループ A の国々に共通するのは、出生率の低下と高齢化の進行という少子高齢の同
時進行現象である。特に日本やドイツでは、生産年齢人口（15 〜 64 歳）が急減し、65 歳以上の高
齢者⽐率が急上昇しており、2040 〜 2050 年代には高齢者が全人口の 35 〜 40% 近くを占めるとさ
れる。

2.3　人口がまもなくピークに達する国々 ( グループ B)
ブラジル、イラン・イスラム共和国、トルコ、ベトナムなどの 48 カ国・地域（世界人口の約 10%）

では、今後 30 年間で 5.3% の人口増加が見込まれているものの、2025 年から 2054 年の間にピーク
に達すると予測されている。これらの国々では現在、人口ボーナス期（若年労働力が豊富で経済成長
が可能な時期）を活かした社会開発が進められているが、出生率はすでに人口置き換え水準（2.1 前後）
を下回る水準にあり、ピーク後には急速な少子高齢化が進むことが確実視されている。

2.4　人口増加が続く国々 ( グループ C)
インド、インドネシア、ナイジェリア、パキスタン、アメリカ合衆国など、残りの 126 カ国・地域では、

2050 年以降あるいは 2100 年以降まで人口増加が続くと予想されている。

2.1
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特に、アンゴラ、中央アフリカ共和国、コンゴ民主共和国、ニジェール、ソマリアなどの 9 カ国・
地域では、2024 年から 2054 年にかけて人口が 2 倍になるとの予測もある。これらの国々では、出
生率が依然として高く、若年層が人口の多数を占めている。このことは、教育、母子保健、公衆衛生
の拡充とともに、将来的な医療需要の爆発的拡大への備えが求められることを意味する。

3　人口構造の変化が要請する医療技術 2050 のかたち
世界の人口はその総量だけでなく、年齢構成や地域分布において大きな転換期を迎えつつある。な

かでも注目すべきは、単に「医療を必要とする人が増える」という量的な問題ではなく、医療を受け
る人口と支える人口のバランスの変化である。

例えば、人口がすでにピークを迎えた国々では、若年層（20 歳未満）の割合が 2024 年の 21% か
ら 2054 年には 14% へと減少し、その後も 21 世紀末まで低水準が続くと予測されている。一方で、
65 歳以上の高齢者は同期間に 17% から 33% へと倍増し、年齢構成は大きく転換する見込みである。
このような変化は、医療・介護・教育といった社会的支援を要する人口層の構造的拡大をもたらす。
実際に、2024 年時点では生産年齢人口 1 人あたりが担う支援対象人口（子ども＋高齢者）は約 0.61
人であったが、2054 年には約 0.89 人に増加すると推計されている。これは⽐率にして約 46% の増
加となり、担い手一人ひとりにかかる社会的ケア負担が増大することを意味する。

また、人口構造の変化が医療機器産業の市場規模に与える影響を検討する際には、単に世界人口に
占める割合だけでなく、「1 か国あたりの人口規模」や「技術適用単位としての国家と個人」という視
点から多角的に捉える必要がある。たとえば、グループ C（人口増加傾向）の世界人口に占める割合は、
2024 年の 62％から 2050 年には 70％へと拡大が見込まれており、量的には市場の中心になっていく。
一方で、グループ A（人口減少傾向）は同期間に 28％から 20％へと縮小が予測されている。しかし、
1 か国あたりの世界人口に占める割合（= 世界人口に占める割合 ÷ 国数）に注目すると、2024 年時
点ではグループ A は 0.44 ポイント、グループ C は 0.49 ポイントであり、2050 年においてもそれぞ
れ 0.32 ポイントと 0.56 ポイントと一定の規模を維持している。両グループを⽐較すると、グループ
C に対するグループ A”の⽐率は、全体人口においては 3.50 倍（2024 年は 2.21 倍）と開いていくが、
1 か国あたりの人口では 1.75 倍（2024 年は 1.11 倍）にとどまる。

医療技術は、薬事規制や保険償還制度と密接に関係するものであるため、現在のところ各国において
法対応を行うという構造を持つ。そのため、1 か国単位での市場の厚みや成熟度は依然として重要な判
断軸となる。すなわち、グループ A の
ような人口減少国は、総量としての市
場規模は縮小傾向にあるものの、依然
として国別には密度の高い市場を維持
するため、先進的な医療課題を解決す
る場としての価値が高い。つまり、グ
ループ A の市場向けに開発される医療
技術は、将来的に他の地域に波及して
いく基盤となる。

人口減少社会での医療技術は将来的に世界中に波及してい
く基盤となる

文献 12 を参考に事務局作成
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新たな医療格差
1　はじめに

医療技術は飛躍的な進歩を遂げたが、その恩恵はすべての人々に平等に届いているわけではない。現
代の世界には、人口が減少し高齢化が進む国もあれば、若年層が急増する国もある。こうした人口構
造の多様性は、医療へのアクセスと供給体制に大きなばらつきをもたらし、技術の進展だけでは埋め
がたい「新たな医療格差」を生み出しつつある。

本節では、医療格差の現状と構造的な背景を明らかにし、2050 年の視点からその是正に必要となる
医療技術のあり方を展望する。

2　医療格差の現状 13 
(1) 医療格差の構造的要因 14

医療格差は、教育、所得、ジェンダー、制度の有無、社会インフラなど、さまざまな構造的要因が複
雑に絡み合う中で形成されている。例えば、教育水準が低い場合、自身の健康状態の把握や予防行動
の実践が難しく、保健医療制度の利用方法についても十分な知識を得る機会も限られているため、結
果として医療へのアクセスが遅れがちになる。また、居住地においても都市部と農村部では、医療機
関の分布、交通手段、そして遠隔診療を支える通信インフラの整備状況が大きく異なり移動距離その
ものが医療格差の要因となる。さらに、経済的要因として、公的医療保障の有無や保険適用の範囲が
医療アクセスに及ぼす影響も指摘している。あるいは、医療のように公共性が高く、労働集約型の産
業では、他産業の賃金上昇に合わせた人件費の上昇を図ることも難しく、産業間の格差を生む可能性
も指摘されている。

(2) 医療格差を是正するために注視すべき 15 の優先疾患
Lancet に掲載されている Global health 205014 では、2050 年までに世界の健康格差を是正する

ために、優先的に取り組むべき 15 の健康課題を提示している。これらの疾患は、2000 年から 2019
年の間に世界的な平均余命の変化と関係したものであり、Lancet の分析によれば全死亡の約 55% を
占めている。この 15 の優先疾患は 8 つの感染症および妊産婦の健康状態と 7 つの非感染性疾患およ
び外傷に関連する病態として分類されている。

感染症および妊産婦の健康状態については、WHO の世界保健予測（Global Health Estimates）
を基にしており、これらは予防可能であるにもかかわらず、医療アクセスの限界やワクチンの普及不
全により、依然として低中所得国で高い死亡率をもたらしている。

2.2

既存技術の普遍化と技術の到達可能性の視点
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また、非感染性疾患である心血管疾患、糖尿病、悪性腫瘍、慢性閉塞性肺疾患などは、生活習慣と
強く結びついており、2050 年においても主要な疾患とされている。なお認知症は特に高齢化が急速
に進む国々では 2019 年には世界第 7 位の死因であり公衆衛生上の問題ともなっているが、有病率は
2050 年まで大きくは変わらないと予想されている。

3　医療格差が要請する医療技術 2050 のかたち
このような 15 疾患の中には、すでに有効な予防・治療手段が確立しているにもかかわらず、技術が

一部の国・地域に届いていないことが問題となっているものが多く含まれる。そのため、2050 年にお
いては全世界的に「是正可能な医療格差」に取り組むために、「既存技術の普遍化」という視点の考え
方が積極的に進められるだろう。この既存技術の普遍化においては、「技術の到達可能性(Reachability)」
も設計指針の主軸になると考えられる。例えば、導入・運用・維持にかかるコストへの適応性 (Cost 
Adaptability)、地域の医療制度・診療体制への適合性 (Health System Compatibility)、通信・電力・
人材等のインフラ依存度の低さ (Infrastructure Dependency)、生活文化や価値観といった文化的文
脈への適応 (Cultural Embeddability) や非医療者・市民による代替的運用の可能性 (Task-shifting 
Capacity) などが軸となるだろう。また、精神疾患、認知症、慢性疾患といった分野は、単なる医療
技術の提供だけでは対応が困難であり、文化的スティグマ、長期的支援体制の構築、地域社会との連
携が不可欠であるともされている。長生きすることの意味や、医療のゴール設定といった倫理的・哲
学的問いを伴う点でも技術中心の対策のみでは不十分な側面があるとも
指摘されている。このような未対応疾患には患者の状態、生活環境など
に応じた技術 (Situated Responsive Technology) の考え方も重要にな
るだろう。優先疾患の影響は国や地域によって異なるため、「既存の技術
が届いていない疾患」と「対応そのものが困難な疾患」への異なる戦略
が求められる。これらの課題に応えるには、制度、文化、教育、社会資
源といった複数レイヤーを支える／結びつける設計として、単なる「導
入する技術」ではなく「共に育ち、根づく技術」への再定義が重要となる。 

患者の状態、生活環境などに応答する医療技術
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都市構造の変化
1　はじめに

都市は経済成長と人口増加を前提として発展してきた。都市構造はインフラ（道路・公共交通・ICT
通信）の整備、居住形態（単身高齢者／多世代同居）の多様化と密接に関係するため、医療の物理的
アクセス（例：病院・クリニックへの距離）に大きな影響を与える。すなわち、このような環境の中
に配置される医療機器にも都市のあり方は直接的な影響を与える。

一方、医療技術の発展も歴史的にみれば「感染症克服・救命」➡「精密・低侵襲化 / 質の向上」➡「ハ
イテク化 / 多様化」➡「在宅・低侵襲 / コストと質の見直し」➡「組み合わせ・応用」➡「分子レベ
ルでの層別化・再生・予防」といった発展がなされてきた。

現在、世界の多くの国と地域では、都市構造が大きな転換点を迎えつつある。日本も少子高齢社会の
到来という大きな転換点に対応するため、地域医療構想の推進と医療従事者の確保、さらに ICT の活
用や医療のデジタル化による質の向上と効率化が重要で、令和 6 年度からの第 8 次医療計画が策定さ
れている。都市構造はこの医療技術が実装される基盤ともいえるため、実装のあり方も必然的に変化
が求められる。そこで本節では都市構造の変化の現状を概観し、こうした変化に対応するために 2050
年に求められる医療技術の方向性を考察する。

2　都市構造の変化の状況
(1) 人口が縮小フェーズに入った国における都市構造の変化が医療に及ぼす影響 15

前述の通り日本、ドイツや中国などの先進国では、人口がすでにピークを過ぎ、縮小フェーズに入っ
た都市が増えている。都市間だけではなく都市内でも人口密度に格差が生じ、医療ニーズが増大する
地域と、供給体制の維持が困難になる地域が併存するようになっている。人口減少と高齢化が進む中で、
医療への「需要」が局地的に変化する一方、医療の「供給」も人材不足や施設老朽化によって制約を
受ける。　

例えば、日本国内においては 2025 年から 2040 年にかけて都市構造は急速な人口変動と地域間
格差の拡大に直面するという指摘がある 15。厚生労働省の将来推計によれば、生産年齢人口はほぼ
すべての地域で減少傾向にある一方で、高齢人口の動向には地域差が大きくなることが指摘されてい
る。とりわけ「大都市型」では、生産年齢人口がマイナス 11.9% と減少する一方、高齢人口はプラス
17.2% と大幅に増加することが見込まれており、都市中心部での高齢者医療に関する需給ギャップの
急速な拡大が予測されている。他方、「過疎地域型」では生産年齢人口がマイナス 28.4%、高齢人口も
マイナス 12.2% と需要と供給の双方が減退する均衡縮小が見込まれ、「地方都市型」では高齢人口が
微増（プラス 2.4%）しているが、地域によって増減のばらつきがあるため対応の難しさが際立っている。
このような都市の構造的変化は単に「人口が減る・増える」という単線的な問題ではなく、地域ごとの「人
口構造のばらつき」とそれが医療にもたらす影響を踏まえる必要がある。

(2) 新興国等における都市構造の変化について
新興国に目を向けると、インドやナイジェリアといった人口増加が続く国々では、これから都市化が

進み、医療インフラの整備が急務となる。こうした地域では、過去の多くの国と同様に、医療の発展が「感
染症対策・母子保健の充実」から段階を踏むことが想定される。もっとも国連の「持続可能な都市開

2.3
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3　都市構造が要請する医療技術 2050 のかたち
2050 年の都市は、均質な成長を前提とせず、それぞれが異なる速度と方向性で変化する「不均質な

構造」へと移行していく。そのような構造変化において、医療技術もまた均一な提供モデルから脱却し、
環境や資源、人口動態に応じて適応する構造的柔軟性を備えることが求められる。つまり「すべてに
同じものを」ではなく、「それぞれの構造に適応する技術」をいかに設計・実装するかが、2050 年の
医療技術に求められるであろう。この不均質さがもたらす最大の課題は、各地域の医療ニーズが多様
化するのみならず、それぞれの市場単位が縮小し、従来の大規模市場を前提としたスケール戦略が成
立しづらくなる点にある。このような環境下では、既存の製品や技術を組み替え、多品種少量生産と
して複数の用途に展開する「ロングテールモデル的なアプローチ」も踏まえた設計思想がより適切に
なる可能性がある。また同一の医療技術であっても、地域ごとの条件に応じて異なる役割を担えるよ
うに、『共通設計を基盤としつつ、モジュールを柔軟に構成できる「スケーラビリティ×ローカライズ
性」』を統合した設計思想も併せて重要になる。さらに長期的な視点では、『資源循環（サーキュラー
エコノミー 18）』の考え方も重要になるだろう。製品・部品・素材の価値をできる限り長く維持・活用
し、特に部品単位でのリユース・再設計が可能な構造が、都市構造や医療提供体制の変化に持続的に
対応する基盤となる。

あえて挑戦的に言えば、同一設計の診断補助 AI が、都市部では病院内の診療支援ツール ( 人材を補完 )
として、地方では家庭向けセルフチェック機能 ( 人材を部分的に代替 ) として展開されるといった利用
形態の拡張も、AI 実装の際の市場確保という視点から設計段階から重要になるかもしれない。

「すべてに同じものを」から「それぞれに適応する技術」へ

発に関する戦略（2019 年）」では、都市は保健・教育・移動性・レジリエンスといった複数の社会機
能を統合する空間であり、発展途上国においては 2030 年までに必要とされる建築環境の約 60% が未
整備であると推定されている 16。とりわけ、こうした国々では都市構造の整備がそのまま医療へのア
クセス・アウトカムに直結するため、医療システムは都市設計と一体的に構想される必要がある。また、
UN-Habitat は「包摂的かつレジリエントな都市づくり」が医療格差の是正と健康権保障に資すると繰
り返し強調されている 17 ことから、都市構造や医療インフラに合致した医療技術が求められる。
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医療の知識構造の進化
1　はじめに

近代史以前の医療は、医師や看護師など「人」による経験則の伝達に強く依存していた。こうした個々
の経験則は、長らく属人的な経験知として蓄積され、一部には儀式的・暗黙的なかたちで受け継がれ
てきた。しかし近代以降、教育研究活動や医療制度の整備を通じて、徐々に知識として一般化・体系
化され、今日では広範囲にわたって構築されてきた知識が共有・普及されるようになった。しかし膨
大な情報となってしまった医療知識は個人の脳内で処理するだけでは足りない状況になっており、人
類が積み上げた知識の活用を最適化するためにも、急速な発展を遂げている情報技術基盤や生成 AI 等
の人工知能をはじめとする知識支援技術を活用した「知の構造」そのものの再編が必要となっている。
この変化は 2050 年の医療技術を展望するうえで不可欠な視点である。本章では、医療の知識構造の
歴史的進化を概観し、2050 年に向けて、こうした変化に応答する医療技術のあり方を考察する。

2　医療の知識構造の進化
かつて医療知識は、個々の医師や医療従事者の経験則に強く依存し、暗黙的・内在的な「個人の知」

として町単位の地域医療の実践を支えていた。これはギルド的な「伝承を前提とした知」としての性
格が強いものであり、地域を支える医療の実践において典型的であった。
しかし 20 世紀中頃、大学病院や中核病院の制度的整備と専門教育の拡充により、かつての経験則は学
問的枠組みの中で再編され、「体系化された知識」として医学領域に流通し始めた。また日本はあらゆ
る医療用語を漢字文化に置き換えて用語化し、自国語での知識体系化を成し遂げた世界的にも数少な
い実例である。このことは国民皆保険制度が目指した全国同じレベルでの医療技術やサービスが提供
される医療提供システムの実現に大きく寄与してきた。

21 世紀初頭の現在、科学技術の高度化とも相まって、医療知識はさらに臓器別・病態別・分子レ
ベルでの精緻化が進み、専門分化とともに深く高度化した。同時に、専門医制度や診療ガイドライン、
エビデンスに基づく医療（EBM）などにより、医療の標準化と精度をより一層飛躍的に高めたが、情
報の絶対量が急激に膨張し、言語的にも英語での知識の共有がグローバルで進んでいることから、知
識が一部の高度専門家に限定され、閉じた構造になるという課題も内包した。

こうしたなか、AI や ICT、データベース連携などの情報技術が導入されることで、医療に関する知
識は「属人的な暗黙知」から「構造的・共有可能な形式知」への転換が加速度をもって進行しつつある。
診断支援 AI、臨床意思決定支援ツール、予測アルゴリズムを含む知識支援環境は、知識の接続性と再
利用性を飛躍的に高めている。

2050 年の医療の知識のあり方は、単に専門性の深化にとどまらない変化を迎え可能性がある。たと
えば、これまで臓器別・疾患別に細分化されてきた医学知識は、今後、患者中心の医療や多疾患併存
患者の増加といった現実に対応するため、診療領域を横断する形で再構成される必要性が高まるだろ
う。また AI の活用による言語の壁は急激に解消されつつある。これらの変化は個々の専門領域内に閉
じていた知識の普及と相互接続を促し、医療職種間や学際領域との連携を通じてさらに発展すること
で、医療界における知の統合と普及が急速に進行することも期待される。

2.4
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そのうえで、かつて体温や血圧といった指標が医療従事者のみが解釈できる情報だったものが、今
では市民によっても理解・活用されるようになったように、医療知識やデータはより広い社会的接点
を持つようになるだろう。

3　医療知識の民主化から見えてくる 2050 年の医療技術
医療知識が社会性を帯びる変化は「医療の専門知が社会的にアクセス可能となる設計」、あるいは「生

活文脈においても活用可能なかたちで設計された医療の知」を基盤とする考え方といえよう。こうし
た知のあり方は、知識体系がその本質を保持しながらも、他職種や市民と共有・活用できる構造へと
変化していく可能性を期待させる。

すなわち医療知識の進化は、単なる「学術の深化」に留まらず、「誰が、どこで、どのように活用で
きるか」というアクセス構造の変化を伴うものになる。2050 年に求められるのは、専門知の本質を保
ちながら、診療領域を越えて知を接続する「知の接続性（Connectivity）」と、行為や関係をつなぐ「連
関性（Relationality）」の視点を備えることである。また、このような知の接続は、「縦の変化（専門
知の再編）」と「横の拡張（知識の社会的接続）」という 2 つの方向に広がっていく。縦の変化は、医
療従事者間の連携や判断の効率化を促し、一人ひとりの“社会的ケア負担”を軽減する。また、細分
化された専門知がチーム医療や学際的実践に接続されることで、臓器別から疾患横断的診断・治療マ
ネジメントへの転換を支えることが期待される。他方、横の拡張では専門知の一部が生活者の手に届
く設計となり、民主化した医療知識が社会的文脈において新たな意味を持ち再接続されていくことを
意味する。

すでに血圧・血糖・気分変動といった指標はウェアラブルデバイスによって取得・活用され始めてお
り、これらの身近なデータと医療知識が結びつくことで、医療はより生活に近づいていくだろう。よ
り良い活用のためには利用者のヘルスリテラシーの向上とセルフマネジメントの支援が不可欠であり、
効率性と個別化の両立が今後の課題となる。こうした動きは診療支援にとどまらず、意思決定、自己
管理、予防行動へと広がりを見せる。2050 年の医療技術は「知を伝える」「知を結ぶ」「知をひらく」
ことで民主化された医療知識が一般市民にも直接効果をもたらすものとして、そのかたちを進化させ
ていくことが期待される。そ
の 文 脈 に お い て 2050 年 の
医療技術は、単に医療行為を
支えるツールを超え、「知識
のかたち」そのものをつなぐ
ネットワークのリンケージと
なる。技術は知を運び、知は
社会と医療をつなぐ。こうし
た設計思想が、未来の医療の
姿を根底から変えていくだろ
う。

多疾患併存と患者中心医療に応答する医療技術
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疾患数の増加
1　はじめに

疾患数は時代とともに変化してきた。感染症の流行と終息、慢性疾患の増加、生活習慣病や環境起
因疾患など、医療の進歩と社会の変化に伴い、人類が向き合うべき疾患の種類と定義は常に更新され
ている。2050 年に向けて、私たちは疾患の「数」の増加という新たな挑戦に直面するであろう。そこ
で、本節では疾患数の変化を概観することで 2050 年に求められる医療技術の方向性を考察する。

2　疾患分類の細分化に伴う疾患数の増加
(1) ICD（国際疾病分類）から捉える疾患数の増加 19

ICD（国際疾病分類）などの疾病分類は、医療技術や研究の深化とともに再編・細分化されてきた。
従来ひとくくりにされていた疾患も、検査技術や診断技術の進展によって新たに定義され、疾患数は
着実に増加してきた。1948 年の第 6 版で 953 項目だった分類項目数は、1990 年の第 10 版で 2,036
項目、2019 年の第 11 版では 17,528 項目にまで拡張されている。こうした傾向の背景には、新しい
疾患概念の確立や既存疾患の見直しといった知の再構成の動きがあり、それを支える基盤として、デ
ジタル技術の普及と臨床現場での活用なども挙げられている。

疾患数の増加は、新たな診療ガイドラインや専門医制度の策定、また新たなエビデンスに基づく医療
（EBM）の推進をもたらす。その結果、臨床現場においてより精緻な診断が実現されることに結実する。
その精緻な診断結果は、より高度な治療技術の開発の道
を指し示すことに寄与する。2050 年という時間軸を考
慮しなければ、究極的には一人一人固有の疾患名という
未来も想像を必ずしも否定できない可能性すらある。

(2) 今後の疾患数の増加
疾患数は医療現場の不断の研究成果に伴う疾患理解の進展が反映されるものである。膨大な情報の

データ化とそれを分析可能とする AI のような技術の進展は我々の疾患理解を深めることになるであろ
う。ゲノム解析だけではなく、プロテオミクス解析、エピジェネティクス解析、メタボロミクス解析
やマイクロバイオーム解析といった高度の情報は、従来は処理するだけでも大変であったが、AI の進
化と共に情報処理技術が飛躍的に進化することで、生物学的理解が進む解釈モデルの提供が容易にな
る。そして 2050 に向けては、これらに加えてデジタル病理、MRI や CT 画像、そしてウェアラブル
デバイス×ライフログデータといったデジタルミクスも加わることで、さらに個人の病態に関する情
報が加速度的に増加する。

例えば大規模なプロテオミクス解析と AI 技術の統合は、疾患の分子サブタイプを識別し、既存の診
断枠組みを再構成しつつある。Nature Medicine 誌に掲載された最新の研究では、イギリス・バイオ
バンクの血漿タンパク質データを用いて、67 の疾患について高精度の予測モデルが構築されており、
最大 20 種類のタンパク質から構成される疾患特異的サブタイプが同定されている 20。また英国バイ

オバンクと 14 の製薬企業が共同で進めるプロテオミクスプロジェクトでも、AI を活用して疾患のサ
ブタイプを特定し、個別化医療の実現を目指している。この取り組みは、疾患分類のさらなる細分化
と新たな疾患概念の創出が期待される動きでもある 21。こうした動きは「同一疾患＝均一な存在」と

2.5
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いうこれまでの前提を覆し、従来の疾患の詳細な層別化だけでも 2050 年までに疾患数が数倍〜 10
倍規模で増加する可能性を示唆している。また医療現場における様々な情報が集積され、膨大なデー
タセットを AI により解析することで新たな疾患パターンが明らかになる可能性も期待される。

さらにウェアラブルデバイスやスマートフォンを通じた生体信号・行動ログの収集と解析により、
デジタルバイオマーカーが疾患定義に与える影響も大きくなっている。こうした情報を活用すること
で、認知症や慢性疼痛疾患、生活習慣病など、従来は主観評価や静的検査に依存していた疾患群に対
して、時間軸に沿ったダイナミックな“状態の連続性”としての病態把握を可能にすることも期待さ
れる。例えば Insel らはスマートフォンから得られるセンサー、キーボード、音声・音響データを用い
て、行動、認知、気分を測定する「デジタルフェノタイピング」の概念を提唱し、精神医学における
診断と治療の精度向上に寄与する可能性を示している 22。また、Schiavo らはデジタルバイオマーカー
の概念と特性を、従来の生物学的マーカーと対⽐しながら、モバイルセンシング、パッシブセンシング、
コンテキストデータなどの観点から再定義し、疾患の診断・モニタリング・分類におけるデジタルデー
タの役割が、今後の疾患分類学を再構築する可能性を秘めていると指摘している 23。 このような動き
は、「従来はまだ疾患とされていない状態」であったものが新たに疾患概念として確立される可能性も
高めており、疾患数は質的にも量的にも拡大することが見込まれる。

3　疾患数の増加から見えてくる 2050 年の医療技術
疾患数の増加は、単なる分類項目の変化にとどまらず、医療の提供体制や技術設計に質的転換を迫

る現象である。とりわけ疾患の定義が細分化・個別化されることで、2050 年には一人ひとりに応じた
カスタマイズ医療の実現が現実味を帯びてくる。これは早期診断や精密治療の可能性を広げる点では、
ゲノム医療でもたらされたテーラーメイド医療があらゆる疾病と治療方法に拡張し、個別化の推進と
アウトカムの改善が期待される。一方で診療の複雑化や医療格差の拡大といった課題も伴う。例えば
個々人からどのような粒度で情報を取得できるか、取得できる環境にあるかどうかが、従来よりも医
療介入の方法やアウトカムに影響を与える可能性が出てくる。こうした変化に対応するには、「発見の
技術」だけでなく、個別性を保ちつつ運用できる「汎用的診療基盤」と、限られた資源を活かす「分
類と統合の技術」が重要となる。たとえば共通基盤に基づくモジュール型の診断機器や、複数疾患に
対応する横断的アルゴリズム設計などが挙げられる。

また、新たな疾患が「発見」されることは、状態に新たな意味やラベルが与えられることを意味す
るため、QOL や社会生活への影響も慎重に検討されねばならない。つまり疾患数の増加は「医学の進
歩」であると同時に、「社会と医療の線引きを変化させる営み」となることを意味するのである。したがっ
て技術開発と併せて、医療倫理・制度・情報ガバナンスとの
統合設計もより丁寧さが必要になるだろう。疾患の増加とは、
医療が扱う「人間の状態」のスペクトラムが拡張することで
あり、それに応える医療技術も、より動的で文脈依存的な構
造を持つものへと進化していくことが期待される。

医療技術の質的転換を迫る疾患数の増加
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人 ( 技術・知識 ) とモノ ( 機器 ) の比重の変化
1　はじめに

かつて医療現場は、人間（医師・看護師など）による技能と判断が中心に据えられ、医療機器は医
師の技能とともに動く非能動な存在でであり、医師の単なる道具（代表的にはメス、ハサミなど）あった。
1960 年代から 2000 年代初頭は、機械工学、電子工学、制御工学、材料工学、工業化学、情報工学、
光工学、生体医工学が発展したことで、エネルギーを有した医療機器が登場し、患者 QOL の向上に
資する能動的な存在となり、医療においては補助的機能という位置づけとなった。近年、診断・治療
支援 AI やロボティクス、自動化技術のさらなる進展により、医療機器が果たす役割は補助的機能から

「意思決定の一端を担う主体」へと変わりつつある。本節では、人とモノの関係性の変化を辿りながら、
2050 年の医療技術の姿を展望する。

2　人 ( 技術・知識 ) とモノ ( 機器 ) の比重の変化
20 世紀初頭の医療現場では、診察・手術・看護の多くが医師や看護師の熟練した手技と経験に依存

していた。診断機器や画像技術はまだ発展途上であり、病状の把握は視診・触診・問診が中心であった。
都市部の病院では電灯の導入が進んでいた一方、地方ではなお自然光に頼る施設も存在した。20 世紀
半ばには無菌技術の普及や麻酔法の進化とともに、手術器具や診断機器の専用設計と標準化が急速に
進展した。こうした医療機器の進化は、医学的ニーズの高まりに加え、他産業の技術革新（たとえば
照明、材料工学、精密加工技術、光学機器など）を積極的に取り入れた結果である。

現代においても、ハサミのような普遍的な道具設計は受け継がれている。一方で、たとえば柔軟性
を備えたカテーテルのように、低侵襲で体内に挿入可能な機器が登場しており、医療技術は着実に高
度化している。近年では、ロボット技術や情報テクノロジーの進化により、手術支援ロボット、遠隔
モニタリング、AI 診断補助、臨床意思決定支援システムなど、医療機器が単なる「道具」にとどまらず、「実
行」や「判断 ( 支援 )」としての役割を果たす場面が増加している。特に集中治療や画像診断の分野では、
これらの機器が人間の注意力や認知能力を補完・拡張する存在として、もはや不可欠な要素となりつ
つある。

こうした変化をより大胆に考察すると、単なるツールの増加という側面よりも、医療行為における人
とモノの構成要素の⽐重が変わりつつあるという捉え方が今後の方向性を示唆しているという解釈が
できる。つまり医療機器が診療上のツールであることはかわらないものの、単一機能の道具から、複数・
複合的な機能を備える道具として、モノ（機器）の占める役割は変容してきており、かつて人がすべ
てを担っていた医療行為は、人とモノの“共演”によって成立していくともいえる。

Rampton ら 24 によれば、「人間的な医療」という概念は技術と無関係に存在するのではなく、常に
環境や道具との関係の中で形成されてきた。したがって、医療技術はケアの“外側”にあるのではなく、
むしろその構成要素の一部であり、医療実践や専門職のあり方に影響を与える存在であるともいえる。
すなわち、技術は単に医療を補完する存在ではなく、医療行為の意味や方法論そのものに関わる存在
である。この視点に立てば、医療実践における「人とモノ」の関係は、すでにさまざまな場面で再構
成されている。たとえば、診療記録（recording）・診察（examining）・治療（treating）といった基
本的な医療行為の一つひとつが、使用される道具や技術の変化によって、その性質や遂行方法を変容
させてきた歴史があると述べている。診療記録においては、手書きから電子カルテ（EMR）への移行

2.6
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3　人 ( 技術・知識 ) とモノ ( 機器 ) の比重の変化から見えてくる
  　2050 年の医療技術

このような⽐重の変化は、単なる技術革新の延長線上にあるものではなく、少子高齢の社会、人材
不足、地域格差、そして医療の持続可能性といった社会構造的課題への応答として捉えるべきであろ
う。2050 年の医療においては、「人」と「モノ」がそれぞれ独立した役割を果たすのではなく、相補
的かつ動的に役割を分担していく関係性がより一層求められるだろう。たとえば、ある場面では AI が
一次的判断を行い、人間がその妥当性を判断する「監督型モデル」が主流となるかもしれない。他方で、
患者との対話や倫理的判断といった深く人間的な行為、いわゆる「手当て」と呼ぶべき行為などにつ
いては、機器の役割はあくまで補助にとどまり、人が中心的な意味付けを担う状況となる。

未来の医療技術の設計思想は「誰が、何を、どこまで担うのか」をより柔軟に捉え、環境や状況に
応じて動的に最適化されるような構造を目指す必要がある。たとえば、医療資源が限られる地域では、
意思決定支援機器の活用によって、専門職が常駐しなくとも一定レベルの医療サービスが提供できる
体制を整えることも想定される。一方、高度な治療が可能な都市部では、人と機器が協働しながら高
次元の判断や手技を実現するようなフレームワークが構築されていくだろう。場面毎に必要される要
件を丁寧に実現する医療機器設計が重要となり、さらに、「モノ」が単に人の代替ではなく、人の専門
性を拡張し、新たな医療行為の可能性を切り拓く存在として位置づけられるようにな
る場面が生じることも想定される。2050 年の医療機器は、操作対象ではなく、学習し、
適応し、対話するインターフェースとして、人と協働しうるパートナーとな
る可能性がある。こうした設計思想は、医療行為そのものを
再定義し、「行為の担い手」としての人間の役割
を、より創造的かつ判断的な領
域へと進化させることにつなが
る。

人との「共演」によって前進する医療技術

により、医師が患者と向き合う身体的・時間的な関係性そのものが変わり、診療中の視線や発話の配
分にまで影響を及ぼすようになった。診察行為においても、聴診器の登場が医師の身体感覚（触れる、
聴く）に新たな知覚の手順を加えた。あるいは現在の画像診断技術（超音波や MRI や CT）は、医師
が患者の「中」を視る能力を飛躍的に拡張しているが、その一方で、直接的な身体接触による診察の
⽐重を相対的に低下させた。「診る」とは何か、という問いそのものが、技術によって書き換えられて
きたのである。さらに治療においても、薬剤投与や手術といった行為が、機器の自動化・精密化によっ
て再構成されつつもある。手術支援ロボットは医師の動作を再現するだけでなく、しばしば人間の手
を超えた正確性を提供し、人が「操作する存在」から「監督し判断する存在」へと役割を変化させる
ことも想定される。

このように、技術の進展は単に効率性や精度の向上をもたらすだけでなく、医療行為の内容や、そ
こにおける人間の専門性を向上させる可能性もあるだろう。
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3 つの Vision
2050 年の医療を取り巻く環境から抽出されたキーワードを起点にこれまで述べてきた「6 つの

Factor」をふまえ、それらが 2050 年の医療技術にどのような方向性をもたらすのかを「3 つの
Vision」として構造化した。各 Factor が個別に示す変化の兆しを、より大きな構造的潮流として捉え
直すことで、医療技術の今後を方向づける 3 つの視座としてとりまとめた。これらは、それぞれ「質
の向上」「量の拡大」「時間・空間の拡張」という、医療技術の根幹に関わる方向性とも整合される。

Vision1：常態を再現する医療技術
1 つ目の Vision は「常態を再現する医療技術」である。2050 年には、診断・分析技術の発展や大

規模に分析可能なエビデンスの蓄積に伴い疾患の細分化・分類が加速し、疾患数そのものが爆発的に
増加していることも予想される。この変化は疾患単位での理解を深化させると同時に、患者がなぜ今
その状態にあるのかというダイナミズムを、患者の生活スタイル、病態の背景や個別要因を含めてよ
り包括的に捉える基礎を構築する。その結果、患者自身が自分らしく生きる「常態」へと導く道筋が
描けるようになる。ここでは、医療知識のあり方の変化・民主化も基盤となり得るだろう。

一方これまでの医療技術は、特定の臓器単位の機能不全に対して、その形態や機能を模倣・代替す
る方向で設計され進展してきた。こうした技術的蓄積により、身体機能の一部補完は一定の水準に達
しつつある。次なる課題は、身体全体を一つの統合システムとして捉え、臓器単位の機能改善を超え
た医療技術を実現することである。すなわち、複数の医療機器が連動し、リアルタイムの生体情報を
もとに個別に最適な介入を行うような統合的なアプローチを実現するようになるだろう。

このような視点は、現時点では治療が困難な疾患に対する新たな介入の糸口となり、いわゆるアン
メット・メディカルニーズの充足にもつながることが期待される。

すなわち、「常態を再現する医療技術」は「医療技術の発展」により「医療の質の向上」を図る
Vision である。

Vision2：現場適応型の医療技術
2 つ目の Vision は「現場適応型の医療技術」である。多様化する医療現場の状況に応じて、柔軟か

つ最適に適応することが求められるという方向性である。2050 年には、人口構造や地域社会のあり様
が大きく変容し、医療の提供現場も一様ではなくなることが予想される。高齢化がさらに進む一方で、
医療従事者の地域偏在やリソース不足は続き、また患者ニーズも文化的・生活的背景によって多様化
していく。こうした中で、医療技術が置かれる環境は一層流動的になり、「どこでも・誰でも・その場で」
求められる機能が異なる状況が増加していく。そのため「すべてに同じものを」から「それぞれに適
応する技術」という方向性での医療技術提供の柔軟性が求められる。

これまでの医療技術は、標準化された前提条件のもとで設計され、安定した医療資源が確保されるこ
とを想定していた。しかし今後は、限られた資源や多様な条件・環境の中で、各医療現場の文脈に応
じて使いこなされる柔軟性や簡便性を備えた設計が求められる。例えば、都市部と過疎地、病院と在宅、
専門職と非専門職といった多様な場面に応じて適応する技術である。

2.7
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この視点は地域格差やアクセス格差の是正といった社会課題の解決に直結する。医療技術が特定の
前提に依存するのではなく、現場に即して状況適応型として展開されることにより、制度やインフラ
の制約を超えて医療の持続可能性を高めることができる。このような限られた資源の中でも機能する
簡素で柔軟な設計や、医療従事者以外の手によっても扱えるような構造への転換は、今後の医療の幅
と深さの両立を可能にする鍵となる。

すなわち「現場適応型の医療技術」は「パブリックヘルスの推進」により「医療の量の拡大」を図
る Vision である。

Vision3：動的・双方向の医療技術
3 つ目の Vision は、人と医療技術がリアルタイムに応答し合うような、「動的・双方向性の医療技術」

である。2050 年には、医療の時間的・空間的な制約が大きく変化し、病院という特定の場所や医療従
事者という特定の存在に依存しない、「生活の中に医療が寄り添う」という新たな関係性 ( シームレス・
メディスン ) も生まれていると想定される。

現在の医療は、患者が医療機関に赴き限られた時間内に診療行為を受けるという、患者も含めた時間・
空間集約化的な形態で提供される。この時に医療従事者は限られた情報から患者の状態を把握するこ
とが求められる。医療技術の提供も医療現場に限定されてしまい、診断時のみならず経過観察時も通
院時の状態から把握することが求められる。

しかし今後は、診療の場や時間の境界を越えて、遠隔・在宅・予防的支援・自己管理といった形で、
継続的かつ双方向的な医療技術の介入が可能になるだろう。あるいは、センサー、AI、ネットワーク
技術などの進展により、医療技術は静的な装置ではなく、状況に応じて振る舞いを変える動的な一面
も獲得していくだろう。こうした動的関係は、医療従事者と患者、さらには市民やケア提供者との情
報共有・意思決定の仕組みに変化をもたらす。この進展は、Vision1 と相まって、未対応疾患に対応
するための患者の状態、生活環境などに応じた技術 (Situated Responsive Technology) にもつなが
るであろう。

すなわち、「動的・双方向の医療技術」は「シームレス・メディスンの出現」により「医療の時間的・
空間的な拡張」を図る Vision である。
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3 つの Vision を実現する 6 つの Action2.8
2050 年の医療技術を展望するうえで、これまで検討してきた社会課題と未来像（3 つの Vision）

を実現するためには、構想にとどまらず、具体的な実装方針と方向性を描き出すことが求められる。
本節では、これまでの議論を踏まえて設定した「6 つの Action」を提示する。

Action1：常態再現に向けた診断機器 / 治療機器　全体最適と制御設計

本 Action は、Vision1 で示した「常態の再現」と、Vision3 で描かれた「動的・双方向の医療技術」
という設計思想の交差点に位置づけられる。医療技術は今後、臓器や疾患ごとの補完を超えて、循環、
代謝、神経、免疫など、複数の生体システムから得られる情報をリアルタイムかつ統合的に扱い、生
体の状態変化に応じて柔軟に反応・制御する構造へと進化する必要がある。ここで着眼すべきターゲッ
トは「疾患」ではなく、個々人の「QOL が維持される状態（常態）」である。ウェアラブルデバイス
や在宅モニタリング機器によって生活文脈におけるセンシングが可能となり、これらの情報を AI 等が
連続的に解析することで、異常の早期予兆を察知しつつも、過剰な医療介入を抑制することが期待さ
れる。鍵となるのは、「外部からの介入を、いつ・どの程度行うべきか」という問いである。生体が本
来備える“回復しようとする力”を妨げることなく、それを尊重し引き出すことも含め、患者が望む
常態であり続けることを支援する医療技術となることを期待する Action である。

Action2：プラットフォーム医療技術　汎用化と連携基盤

本 Action は、医療技術がさまざまな文脈や課題に対応するための「共通基盤」として機能するプラッ
トフォーム化として位置づけられる。個別の機器やソリューションを単体で開発・導入する従来型の
アプローチに対し、今後は医療現場や患者ニーズの多様性に柔軟に応答し得る“拡張性のある共通設計”
が求められる。このとき核となるのは、「異なる機器・システム・データ」を接続・統合可能とする構
造である。臓器別・疾患別に細分化された医療の知識や技術を、場面や組織を越えて活用可能にする
には、診療記録・バイタルデータ・画像・生活情報といった異種情報の連携が前提となる。たとえば、
電子カルテや画像システム、ウェアラブルデバイスが共通の仕様で連携できるよう、インタフェース
設計の標準化や通信プロトコルの整備が不可欠である。さらに共通基盤を持ちながらも、現場の文脈
に応じて柔軟に構成要素を組み替えられるモジュール型設計がより有効になる。都市部の高度医療機
関ではフルセットの機能を、地域のクリニックでは必要なモジュールのみを導入するといった、可変
性とスケーラビリティを備えた構造が、医療技術の社会実装を加速する。また、プラットフォーム設
計は現場の医療者間の連携を支援するだけでなく、医療と日常生活、医療従事者と患者、制度と技術
といった、従来分断されてきた関係性をつなぎ直すハブとしても機能する。これは単なる情報共有に
留まらず、診療・ケア・モニタリング・意思決定といった多層的な医療活動をシームレスに接続し、「常
態を再現する医療技術」や「現場適応型の医療技術」といった 2 つの Vision の交点を支える技術基盤
ともなることが期待される Action である。
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Action3：現場に応じた適応型医療技術　現場適応と柔軟性

本 Action は Vision2 で示した「現場適応型の医療技術」について、現場に届かない / 届きに
くい医療技術の提供機会を拡大するものである。すなわち多様な場面に適応するようにデザイン
されることにより従来のデリバリーの限界を打破し、医療資源が乏しい中でも医療技術の提供機
会をもたらすことを目的としている。

医療現場は、都市部の高度医療機関から在宅診療、過疎地域の拠点施設、さらには低資源環境
に至るまで、地理的・制度的・資源的に多様である。このような現場において、医療機器や診療
技術は一律の設計では十分に機能しない。高精度な CT 装置が求められる場面がある一方で、ポー
タブル CT で十分な対応が可能な状況も存在する。必要とされるのは、医療技術そのものが「そ
の場に応じて構造を変化させる力」を持つこと、すなわち柔軟な適応性である。この適応性は、
操作方法やインターフェースが現場のスキルや文化に即して調整されることも含む。あるいは利
用者の経験値やインフラの整備状況、さらには言語や教育の水準に至るまで、周囲の条件と呼応
するように構成されることでも実現できる。

これは「必要十分であることの価値」を問い直す技術思想でもある。たとえば、高度な専門的
管理を要する装置を、タスクシフティング可能な構成へと設計し直すこと、または検査・診断・
治療の複数機能を集約・統合したコンパクトな機器を開発することは、医療資源が限られた現場
にとって大きな意味を持つだろう。すなわち固定的な仕様ではなく、状況に応じた機能の変更が
可能な設計が重要となる。この Action は、医療技術を単なる「高機能化」に向かわせるのではな
く、「状況に応じて機能する」ことを目指す Action である。

Action4：持続可能な簡素で低負荷な医療技術　簡素化と再設計

本 Action は、Vision2 で示した「現場適応型の医療技術」について、エネルギーや経済性の観点か
ら生じる届かなくなる医療技術を簡素で低負荷な持続的医療技術として生み出すものである。

高度化・精緻化する医療技術の一方で、実際には人手や設備、コスト、インフラといった制約によ
り、「必要な技術がそこに存在しているにもかかわらず、適切に活用されていない」「そもそも到達で
きていない」医療の空白が各地に残されている。またアイソトープ技術のように効果は高いもののコ
ストや環境負荷の大きい技術も存在する。こうしたギャップに向き合うためには、既存の技術そのも
のを「簡素化」することや「低負荷化」することが鍵となる。重要なのは単なる低スペック化ではなく、
医療の質や安全性を保ちながらも、導入・運用・保守の各フェーズにおいてコストや人的負担・環境
負荷を抑え、より広範な地域・施設での展開を可能にする医療技術である。また電源やネットワーク
などの基盤インフラが不安定な環境でも運用可能な設計や、保守性・操作性に優れたユーザーインター
フェースの工夫も重要となるだろう。このような低負荷な医療技術の開発は、単に途上国や離島・へ
き地への対応にとどまらない。都市部であっても外来診療や在宅ケア、リハビリ、緩和ケアといった
多様な文脈での「持続可能な選択肢」として機能し得る。

すなわちこの Action は、医療技術を単なる「高機能化」に向かわせるのではなく、「持続的に使用
できる」ことを期待するものである。
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Action5：専門知を統合する医療技術　創発的知識と共創の仕組み

本 Action は、専門領域に蓄積されてきた医療知識を、診療科・職種・分野の枠を越えて結び直し、
共創的に活用していくための医療技術のあり方を示すものである。

これまでの医療は、臓器別や疾患別の専門性を深めることで高度化してきた一方、知識は年々膨大と
なり、現場では複数疾患への対応や職種間連携が日常となり、専門知を統合的に運用する必要性が高
まっている。たとえば、診療ガイドラインや診断支援ツールが各領域に存在しているなかで、それら
を“つなぐ技術”が生み出されることで、多疾患併存の患者や複数職種が関わるケア現場に貢献できる。
今後求められるのは、専門知ごとの独立性を尊重しながらも、それらを翻訳・統合し、現場の実践へ
と橋渡しすることで、患者一人ひとりへの還元を最大化する仕組みである。

こうした知識の統合を可能にする医療技術は、個別の医師や知識の専門性を前提としつつも、患者の
状態を総合的に捉えるため、現場ニーズと集合知的なものから新たに見出された“創発的な知識”を
提供するものであり、複雑化する医療現場において共通の目線を提供して実践を支える共創基盤の一
つとなっていくことが期待される Action である。

Action6：地域・生活圏へ展開する医療技術　日常と医療の接続と民主化

本 Action は、医療の知識と技術が、専門家や医療機関のみに閉じるのではなく、市民の生活文脈に
浸透され、誰もが日常のなかで利活用できる医療技術を描くものである。これまで医療機器は、診断・
治療といった専門的行為のために設計されてきたが、2050 年に向けて健康管理、疾患予防、自己管理、
術後ケアなど、より広範な生活支援の場面にも活用され、専門的機器と家庭用機器がシームレスにつ
ながっていくことが期待される。すでに血圧、心拍、血糖、酸素飽和度といった指標は、ウェアラブ
ルデバイス等で日常的に取得・可視化されるようになりつつある。今後は、こうした身近なデータが
医療機関とのコミュニケーション情報として機能し、生活と医療をつなぐ「インターフェース」とな
るだろう。技術の役割は、単なるデータ収集にとどまらず、市民の意思決定を支援し、タイミングよ
く介入や相談につなげる“動的な伴走支援”へと進化していくことも期待される。また、医療技術のユー
ザーが「医療従事者」から「生活者」へと拡張していくことも並行して起こってくる。つまり医療機
器のデータ取得や活用が、誰にでも理解・操作できるインターフェース設計、自己判断を支える簡便
なフィードバック機能、地域や家庭の中でも活用できる設置・維持性の高い設計を前提にすることが
広く求められる。これは医療を“日常で活かせる知識と技術”へと再編し、民主化していく営みである。
生活文脈に寄り添う医療技術の展開は、ヘルスリテラシーの向上とともに、医療の効率化や予防的介
入の可能性も広げる。市民一人ひとりが、自己の身体や健康に対する理解を深め、それに応じて適切
な Action を取れるよう支援することは、社会全体の健康維持にもつながるだろう。

2050 年に向けては、医療の知識やデータを「採集する」「伝える」ところから、「暮らしのなかで使える」
かたちへと転換し、医療技術が日常に根を張るしくみとして設計されていくことを期待する Action で
ある。
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はじめに
本章では、「医療技術フォーサイト 2050 の構築に向けた指針」で整理した 6 つの要因、3 つの

Vision、6 つの Action を踏まえ、異なる専門性を持つ現場の医師の目線から、2050 年における医療
技術の未来像を示す。

各未来像は、「1．対象とする疾患領域の 2050 年の状況」、「2．2050 年に求められる当該疾患領域
の医療技術」、そして「3．2035 年 (10 年後 ) に確立しておきたいコアテクノロジー」で構成している。

「1．対象とする疾患領域の 2050 年の状況」では、2050 年の疾患領域における将来予測を記載し
ている。対象とする疾患領域の中でも、特に注目すべきターゲット疾患を選定した根拠（例：アンメッ
トメディカルニーズ、患者数の爆発的増加、社会的インパクト、医療資源への負荷など）と合わせて
示した。なお、各ターゲット疾患に関しては、3 つの Vision のうち、最も該当する Vision を記載し
てる。

「2．2050 年に求められる当該疾患領域の医療技術」では、専門家の知見から必要な医療技術を先
述の 6 つの Action に対応する形で記載をしている。

最後に、「3．2035 年 (10 年後 ) に確立しておきたいコアテクノロジー」では、2050 年の医療技
術を実現するためのコアテクノロジー ( 核となる基盤技術・要素技術 ) を医師の視点から示した。

2035 年は今までにない医療技術の基礎となるコアテクノロジーの研究開発は 10 年から 15 年を要
する。さらに、実際の医療機器の研究開発にも、同様に 10 年から 15 年の時間を要するという前提を
踏まえて設定している。なお、本文書ではあくまで「こういう機能・特性が必要になるはず」という
直感や洞察を重視しており、工学的な議論は本文書を受けたエンジニアとの議論に委ねる。

これらのコアテクノロジーは、2035 年までに研究開発と実証を進めておくことで、2050 年に求め
られる医療技術の実装を可能にする基盤となる。言い換えれば、未来の医療技術を支えるイノベーショ
ンは今後 10 年余りが勝負の時期であり、産学官の連携による戦略的な投資と研究推進が不可欠であ
る。科学的根拠に基づいた現実的なロードマップの下、以上の技術群を着実に育成・統合することで、
2050 年に訪れるであろう各疾患の課題に的確に備えることができると考えている。

3.1
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1．対象とする疾患領域の 2050 年の状況
世界全体の動向 : 21 世紀半ばまでに心血管疾患（CVD）は患者数・死亡者数ともに大幅な増加が予

測されている。グローバルには 2025 年から 2050 年の間に心血管疾患の有病者数が約 90% 増加し、

年間死亡者数も約 73% 増加して 3,560 万人に達すると推定されている 25。これは人口高齢化による

影響が大きく、年齢構成調整前の粗死亡率は上昇するが、一方で年齢調整死亡率は世界平均で約 30%

低下すると予測されている。すなわち、医療の進歩と予防策により個々人のリスクは低減するものの、

高齢人口の増大で絶対的な患者数・死亡数は急増することから、2050 年時点でも心血管死亡の主要原

因は虚血性心疾患（冠動脈疾患）です。特に高血圧は依然として最大の危険因子で、2050 年に約 1,890

万件の心血管死亡に関与するだけではなく脳卒中への関与も大きい。

日本の動向 : 日本は世界で最も心疾患死亡率が低い国の一つであるが、超高齢社会の進行に伴う疾患負

荷の変化が予測されている。日本では近年、高血圧管理の普及や喫煙率低下などの結果、心筋梗塞の

発症年齢は上昇傾向にあり、急性心筋梗塞による死亡率も過去数十年で大幅に低下している。一方で

平均寿命の延伸により心不全など慢性的な心疾患の有病率は増加している。日本における慢性心不全

の有病者は人口の約 1% と推測されているが、高齢化を背景に今後さらに増加すると見込まれている。

実際、2005 年に約 97.9 万人だった心不全患者数（左室機能不全患者数）は 2030 年までに約 130

万人に達すると予測されており 26、2050 年前後にはその水準を上回る規模で推移する可能性があり、

超高齢社会である日本は「心不全パンデミック」とも称される状況を迎えると警鐘が鳴らされている。

●予測される医療需要や診療ニーズの推移

日本では心不全患者の増加により入院や在宅医療の需要が著しく拡大する。日本循環器学会のデータ

によれば、2012 年から 2016 年のわずか 4 年間で心不全による入院患者数がすでに 22% 増加し、同

期間の急性心筋梗塞入院の増加率 (+6%) を大きく上回った 27。心不全入院の需要は 2040 年頃にピー

クに達するとされ、現行の医療提供体制では対応困難となる恐れがある。医療資源の制約も課題であり、

ー SEVEN PERSPECTIVES ー

田村　雄一　YUICHI TAMURA　
循環器内科の視点

2050 年までに心血管疾患の有病者数は約 90% 増加し、
年間死亡者数も約 73% 増加して 3,560 万人に達する
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総人口減少に伴う医療従事者の減少や地域偏在、高齢患者の増加によるマンパワー不足が起こり、特

に高度な循環器治療（心臓手術、カテーテルインターベンション、デバイス植込みなど）の需要増に

対し、専門医・スタッフや設備の確保が課題になっている。また心不全は平均入院日数の長さと医療

費も課題になっており、病床資源を逼迫させる要因となっている。2050 年に向けては急性期治療だけ

でなく在宅医療・遠隔モニタリングの活用等による入院回避や在院日数短縮が重要である。

2050 年に向けた循環器領域では、高齢化に伴って HFpEF による心不全や心房細動など高齢化と生

活習慣病を背景に爆発的に増える「大量発生型の慢性疾患」への医療需給バランスの対策 (Vision2/3)

が最重要課題となる一方、画像診断・バイオマーカー・ゲノム解析の進歩と新薬の上市によって、た

とえば心アミロイドーシスやファブリー病などの稀少変性型心筋疾患が系統的にスクリーニングされ、

新たな疾患が治療対象として浮上し、そのスクリーニングにおける質の均てん化もイノベーションに

よって実現すると予測される (Vision1/3)。心不全の診断フローや左室肥大の精査過程にバイオマー

カーや遺伝子検査が組み込まれ、疾患概念が明確でなかった潜在患者が“掘り起こし”されることで、

これまで「診断されずに終末期を迎えていた少数例」が「早期診断・介入により長期生存を目指す集団」

へと転換することが期待される。つまり、循環器医療は大量慢性疾患の管理最適化と希少疾患の早期

拾い上げ―この二極戦略を同時に遂行する時代に入る。

2. 2050 年に求められる当該疾患領域の医療技術
技術①：クローズドループ自律型心不全管理システム

心不全患者の水分バランスはわずかな逸脱で息切れや急性増悪に直結し、一方で利尿剤が過剰にな

ると腎障害を招くため、臨床では“さじ加減”の判断が必要になるが、その評価は採血など侵襲的な

検査が必要になるため常に遅れがちである。そこで植込み型センサやマイク・サーモグラフィ・皮膚

の湿度などの非侵襲的モニタリングにより心電・心音・インピーダンス・末梢浮腫を連続的に取得し、

AI が個別化した至適ボリュームバランスをリアルタイム学習・更新、その推定値と 24 時間先の過負

超高齢社会である日本は「心不全パンデミック」
とも称される状況を迎える

循環器医療は慢性疾患の管理最適化と稀少疾患早期診断
ーこの二極戦略を同時に遂行する時代に入る
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荷リスクを基に皮下留置型マイクロポンプへ指令を送り適切な量の薬剤を提供するクローズドループ

型心不全制御システムである硬貨大のスキンポンプにより 0.1 μ L 単位で利尿薬や心保護薬を精密投

与し、投与後のデータを再フィードバックして薬量を即時最適化するため、患者は症状を意識しない

段階から悪化を回避できる。ポンプには電子ロック・AI 異常検知のなどのフェイルセーフを組み込む

ことで安全性を担保し、また医師にも情報を提供して薬量上限設定などを在宅で調整が可能となる。

期待される効果は心不全の再入院率の減少や入院期間の減少である。CGM ＋インスリンポンプが糖尿

病治療を変えたように、“症状発現前に自動介入する心不全治療”という新たなパラダイムを確立し、

心不全パンデミックに備えて心不全医療の質と効率を同時に押し上げる鍵技術となる。(Action1：常

態再現にむけた診断機器 / 治療機器 )。

技術②：稀少疾患診断を効率化する AI システム
心アミロイドーシスやファブリー病などの稀少変性型心筋疾患は、近年疾患概念が確立して治療薬

ができるともに診断者数が増加しているが、画像・遺伝子・バイオマーカーが医療機関ごとに分断さ

れているため診断まで長い期間を要するケースや、地域によっては生涯未診断のまま進行してしまう。

こうした課題を解決するために「希少疾患診断プラットフォーム」が重要となる。このようなシステ

ムは病院ＥＭＲ、検査会社データ、在宅ウェアラブルのデータを標準化 API でクラウドへ集約し、AI

が画像パターン認識・遺伝子変異レポート・血液バイオマーカーを統合解析して「希少疾患疑いスコア」

を算出することで、受診している医療機関によらず閾値を超えた患者さんが循環器希少疾患センター

のオンライン外来にリファーされる。そこで遠隔での心エコー再解析や追加検査のオーダー、さらに

は治験適格性の即時評価までワンストップで行うことが可能になる。HL7-FHIR など既存の規格であっ

てもプラットフォーム化は可能であり、さらに医師用ダッシュボードではフラグ理由や過去類似症例

の介入効果を可視化し、患者アプリ側では検査予約、遺伝カ

ウンセリング、専門医とのビデオ面談を一括管理することで、

治療可能な疾患の早期発見が可能になる。こういったプラッ

トフォームはデータ連携と AI を核に「どこにいても希少疾

患を取り残さない」社会を実現し、2050 年の循環器診療を

底上げする基盤技術になる。(Action2：プラットフォーム

医療技術 )
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技術③：モバイル型心臓カテーテル治療
急性心筋梗塞では診断から治療までの期間「Door to Balloon Time」を 90 分以内に収めること

が予後を左右するが、カテーテル室を備えた施設は都市部に偏在し、救急搬送の長時間化が治療遅延

の大きな要因となっている。カテーテル室に依存しないモバイル型経皮的冠動脈インターベンション

（Mobile-PCI）を実現化することで、医療アクセス環境に依存せ

ずに質の高い救命医療が実施できる。システムでは可搬ケース内

に、①超音波＋電磁位置計測を組み合わせた放射線フリーの三次

元血管ナビゲーションシステム、② AI 画像解析チップ、③小口径

のマイクロロボティックカテーテル（先端に超小型 OCT・プレプ

ログラム済みステント一体型バルーンを搭載）、④ポータブル X 線

無散乱照射ユニット（局所透視用）の四つを統合し、オペレーター

はヘリコプターなどで到着後に橈骨動脈アクセスを確保し、手首

と頸部に装着する磁気センサブレスレットと胸部を覆うパッドを装着するだけで、リアルタイムに冠

動脈を 3D 再構築する。AI は心電図上の ST 上昇部位や血管マッピングの情報をもとに病変部医にア

クセスし、OCT を活用して狭窄長を自動推定し、最適ステント径・長を提案、カテーテル先端の微細

アクチュエータが自律的に病変中央へ到達、OCT による内腔確認後にバルーン拡張と薬剤溶出ステン

ト留置を行い、同一デバイスで最終術後像を再撮影して完結する。システム全体は車載バッテリーま

たは 100 V 家庭用電源で駆動し、ディスポーザブル部材はカテーテルとステント一体型バルーンのみ

で、コストの低減も図ることができる。術中 AI は合併症である不整脈や穿孔リスクを常時監視し、異

常検知時は自動停止・アラートを発報するフェイルセーフ構造を採用することで、遠距離での救急搬

送をすることなく治療可能で、カテーテル室建設・維持費を不要にすることで、人口数万人規模の地

方圏でも STEMI に対し迅速かつ標準化された一次 PCI を提供することで、2050 年の冠動脈救急医療

を根底から刷新する。(Action3：現場に応じた適応型医療技術 )

技術④：自己充電・メンテナンス型ペースメーカー
これは、従来電池交換が必要であったペースメーカーの充電を不要にするデバイスである。カプセル

状（長さ 20 mm、直径 5 mm、質量 10 g 以下）で経カテーテル的に右室心尖部へ植込み、内部に埋

め込まれた圧電素子とエレクトリック薄膜が心拍による機械振動を電気エネルギーへ変換し、マイク

ロスーパーキャパシタに蓄電することで 24 時間途切れないペーシングを実現する。これにより従来型
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ペースメーカーで不可避だった電池交換手術を理論上不要にし、人材・財

政が限られた地域でも一度の手技で終生作動させることができる。加えて

AI アルゴリズムが自己学習的に必要最小限のパルス幅へ漸減制御し、エネ

ルギー需要そのものを低減することで、バッテリー切れのリスクも減少さ

せる。保守は遠隔ファームウェア更新とセルフテスト機能で完結し、現場

技術者の常駐を必要とせず、電池交換を要因とする再入院がゼロ化し、長

期的には低中所得国やへき地医療でも心拍数維持療法が持続的に提供され

る。(Action4：持続可能な簡素で低負荷な医療技術 )

技術⑤：心疾患加療を包括化するチーム医療デジタルツイン：Cardio-Twin
”Cardio-Twin”は、循環器・腎臓・呼吸・代謝の各専門家の膨大な診療データと、画像・生化学

データ・ゲノム情報・ウェアラブルバイタルを統合して生成する心不全患者のマルチモーダル AI デジ

タルツインである。患者さん一人ひとりの心臓、腎臓、肺、代謝系を仮想空間に再構築し、薬剤変更、

塩分・たんぱく制限、運動負荷などをワンクリックでシミュレーションする。ガイドラインとリアル

ワールドエビデンスはもちろんのこと、各分野の医師が持つ「経験的カットオフ」や「失敗回避の勘所」

といった暗黙知をルールベースで埋め込むだけではなく、薬剤介入による治療反応を見て次の介入を

決定する専門医の暗黙知までも連続的なモデル構築により再

現するエキスパートレイヤを配置し、数値化しにくい臨床勘

もアルゴリズムに反映する。これにより、循環器医 AI が提

案した薬剤調整を例えば腎臓内科医 AI が腎機能悪化シミュ

レーションで再検証し、管理栄養士 AI が食事プランを最適

化し、理学療法士 AI が運動処方を上書きする―このような

多職種が仮想カルテ上で協働できる仕組みを実現し、それを実際の患者さんに適応していく。さらに

治療経過も AI 学習して個別モデルを更新し、外来・在宅・リハビリの各場面で一貫した意思決定を支

クローズドループ療法、搬送を要さないモバイル治療、　
究極の個別化医療を実現するデジタルツインなどの医療技
術が 2050 年の循環器医療を牽引する
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援する。これにより複雑化する高齢・多臓器合併の心不全管理を効率化し、症状悪化のイベントを劇

的に減らすことで、2050 年の医療現場で求められる真のチーム医療を後押しする。(Action5：専門

知を統合する医療技術 )

3．2035年(10年後)に確立しておきたいコアテクノロジー
　　生体センシング＆データ取得

・ マルチモーダル・ナノセンサ

　心電・心音・心筋インピーダンス・末梢浮腫を同時取得できる貼付／植込み型デバイス

　ドライ電極・数週間以上交換不要で肌への負荷が弱い

・放射線フリー 3D 血管イメージング

　超音波＋磁気／電磁ハイブリッドで冠動脈をリアルタイム再構築

　0.1 mm 精度、携帯型装置でも撮像可能

・低コストウェアラブル化学センサ

　汗・涙から血中の Na ＋ , K ＋ , BNP 等を 5 分周期で測定

　使い捨てパッチ 1 枚あたり月 100 円以下のコスト

　　低エネルギー & ハーベスティング管理
超低消費電力・エネルギーハーベスティング

・圧電エレクトリック薄膜の量産化

　心拍・呼吸・動脈拍動から 10 µW 級を安定発電

・マイクロスーパーキャパシタ

　10 万回以上の急速充放電に耐え、完全無線給電対応

・1 µW 以下動作の医療 ASIC

　AI 推論・通信を SoC 1 チップで処理し、熱発生を最小化

　　マイクロロボティクス＆アクチュエータ
・5 Fr 以下の自律ナビゲーション・カテーテル

　先端 OCT ／レーザー／ PFA ユニット一体化、曲率半径 5 mm で自動追従

・皮下留置型マイクロポンプ
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　1 µL 刻みで 24 h 連続投与、薬剤カートリッジ交換は年 1 回

・一体型ステント＋薬剤デリバリーバルーン

　治療後はステント素材が可溶化し残留部材を最小化

　　A I・デジタルツイン／ XAI
・リアルタイムエッジ AI エンジン

　1 秒単位で心不全悪化や STEMI をリスク推定、オフラインでも動作

・患者レベル・臓器レベルのデジタルツイン自動生成基盤

　心臓・腎・肺・代謝パスを時系列で結合し、薬剤／栄養／運動を数秒でシミュレーション

・暗黙知インジェクション層

　専門家の膨大な診療記録をもとに経験的ルールを生成 AI が探索的にモデル化

　実臨床応用での結果をもとに自律的更新プログラムも整備

　　データ基盤・相互運用テクノロジー
・グローバル FHIR ＋ブロックチェーン患者台帳

　検査画像・ゲノム・ウエアラブルの時系列を改ざん不可で一元管理

　 ゼロトラスト・エッジクラウドでデータを施設外に出さず AI コードのみ移動させる「モデル to 

　Data」方式を採用する

・ OpenAPI 準拠ヘルス IoT バスにより医療機器であればメーカーを問わずに“つなげば即同期”の

プラグ＆プレイ

　　低コスト＆サステナビリティテクノロジー
・再生ポリマー＆生分解性金属材料

　10 年耐久の医療グレード循環素材、リサイクル率の高い素材の開発 70％以上

・モジュラー回収・再滅菌プロトコル

　ディスポーザブル部材を部品単位で選択的再利用し、環境負荷を低減

・ライセンスフリー基本特許プール

　低中所得国への技術移転を促進するオープンイノベーション枠組み

38　　　Medical Technology Foresight 2050



※本挿絵は長嶋氏の協力を得て制作しました。
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朔　啓太　KEITA SAKU　
循環生理 / 神経制御の視点

1．対象とする疾患領域の 2050 年の状況
循環生理 / 神経制御に関する本稿は、循環器系疾患を対象としている。そ

のため、循環器系疾患の 2050 年の状況については、前章「循環器内科の視点」

を参照されたい。本稿では、それらの疾患に対する、ニューロモジュレーショ

ンを用いる技術について述べている。

機械やシステムは、センサー、コントローラーおよびアクチュエータが連

携することで、安定的な動作の制御が可能となる。人体に置き換えてもこの

仕組みは同様であり、制御系への介入を実現する医療技術の開発は、常態再

現そのものであり（Vision 1）、その技術の先には、自動化や環境適応などの

展望が見えてくる（Vision 2）。さらに、制御を実現するためには、人と医療技術とのリアルタイムな

相互応答が不可欠である（Vision 3）。

ニューロモデュレーションとは電気刺激などにより神経活動を人為的に調節する治療であり、薬物

と⽐べ可逆的かつ精密な介入が可能な点が特徴である。アクチュエータへの介入がほとんどである現

代医療において、センサー、コントローラーおよびアクチュエータ間の通信や、コントローラーその

ものを担う神経を介して制御系へ直接介入するニューロモデュレーションは、本書で示した”Vision”

全てを含む重要な方向性と言える。

循環器系臓器は自律神経の緻密かつ強力な制御を受けてその機能を決定している。例えば、安静か

ら運動、仰臥位から立位、覚醒から睡眠など、生活で当たり前に行う活動の全ては重力の影響や末梢

臓器の酸素要求を大きく変える活動であり、循環器系は秒単位でその要求に答える必要がある。よって、

循環器疾患における病態の本質は、その調節機能が失われ、全身が不全状態になることである。高血

圧や心不全では、交感神経の過剰活性が持続し、心血管リモデリングや臓器機能悪化の悪循環を引き

起こす。心房細動などの不整脈も、自律神経バランスの乱れが発症・維持に関与する 28。

多くの循環器疾患で自律神経調節異常が病態進展の一因となることはわかっているものの、現在の

ニューロモデュレーションにより真の常態再現が可能となる

ー SEVEN PERSPECTIVES ー
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自律神経調節破綻への介入こそが次世代型循環器病医療の
突破口

治療法は薬剤による心血管の保護か、デバイスによる機能の補助・置換に留まっている。特に、難治

性もしくは治療抵抗性循環器疾患において、介入不十分であった病態生理に切り込み、より高いレベ

ルでの常態再現を可能とするニューロモデュレーションは、増悪予防や患者 QOL および予後改善をも

たらす次世代型医療テクノロジーとして期待されている。

循環器領域におけるニューロモデュレーションの最初のターゲットは難治性・治療抵抗性症例である。

超高齢社会を背景に、循環器疾患患者の数は増加し、それに伴って重症例や治療抵抗症例も急増する

予測がある。各代表疾患における現状と近未来予測、ニューロモデュレーションによる介入余地につ

いて列挙する。

治療抵抗性高血圧

標準的な薬物療法で血圧目標を達成できない治療抵抗性高血圧（resistant hypertension）は全高

血圧患者の約 10 〜 20% に上ると言われており、米国では約 1000 万人が治療抵抗性高血圧とする報

告もある。日本もおいては、降圧薬内服中にもかかわらず目標未達の治療抵抗性症例は全体の 1 割程

度と考えられている 29。これらの患者における脳卒中や心筋梗塞などの発症率は高く、高齢化に伴い

今後増加する可能性もあることから、新規治療法の開発は重要である。交感神経活性化は高血圧維持

に関わっていることは多くの基礎・臨床研究で明らかであり、腎動脈アブレーションをはじめとした

ニューロモデュレーション治療の臨床応用が同疾患分野で始まっている。（Vision 1）

重症心不全

心不全患者の増加は心不全パンデミックとも表現されており、先進諸国での増加が表面化している

（日本では 2030 年までに 130 万人）。その中でも、高度先進医療が必要な終末期心不全（Stage D）

は急増が予想されている 30。根本治療はなく、既存治療では、心不全患者はほぼ確実に重症化する。

高血圧と同様に、重症心不全における自律神経調節異常は現行治療では介入が十分でない病態生理で

あり、さまざまなニューロモデュレーションが治療選択肢として期待されている。（Vision 1）
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重症急性心不全、心原性ショック

循環不全の最重症形である心原性ショックも心不全とともに増加する見込みである。米国では、年

間およそ 4 〜 5 万例が心原性ショックを発症しており、日本でもおおよそ年 1 万人の患者数である。

入院中の死亡率は約 30% と非常に高く、特に高齢者や重症患者では、より厳しい予後が示されている
31。主に心筋梗塞を代表とする虚血性心疾患が原因であり、急性期における虚血ダメージの低減は本

疾患の最重要課題であり続けている。現状は、基礎研究レベルではあるが、迷走神経刺激などのニュー

ロモデュレーションの効果が期待される領域である。（Vision 1）

心房細動

心房細動の多くは抗不整脈薬やアブレーションで制御可能であるが、再発を繰り返す難治性患者も一

定数存在し、より根本的な対策として自律神経に着目した治療が検討されている。例えば、心臓周囲

の自律神経節アブレーションや腎交感神経デナベーション、経耳的迷走神経刺激などがすでに臨床で

も検証されている。患者規模としては、AF 患者全体（2050 年までに日本で 100 万人以上、アメリ

カで1000万人以上になる見込み）のうち薬剤抵抗性でアブレーションも困難な層は数％程度であるが、

絶対数では今後も増加が見込まれている 32。（Vision 1）

起立性低血圧や神経調節性失神などの調節不良疾患

起立性低血圧（orthostatic hypotension: OH）は高齢者で頻度が高く、一般成人での有病率は約

6–7% であるが、80 歳以上では 18–20% 近くに達する。したがって、高齢者人口の多い 2050 年の

日本や米国では OH 患者数が増大し、転倒や失神に伴う外傷・骨折リスクが重要な健康課題となる。

神経調節性失神（特に血管迷走神経性失神 ,VVS）は若年〜中年に好発し、生涯有病率は 22 〜 35%

程度とも言われている。多くは良性で予後良好であるも、稀に重傷事故に繋がる。大半の神経調節性

失神や起立性低血圧は生活指導や薬物療法で管理可能であるも、一部に難治性の患者層が存在する 33。

現状では対症療法が中心であるが、将来的にリスクベネフィットの向上が確立すれば、脊髄刺激や心

臓神経節アブレーション、頸動脈圧反射刺激治療（Baroreflex stimulation）などが選択肢となる可

能性もある。（Vision 1）
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2. 2050 年に求められる当該疾患領域の医療技術
技術①：焼灼によるニューロモデュレーション技術の標準化と精密化

交感神経回路の焼灼は、さまざまなニューロモデュレーション治療として臨床応用化されており、腎

動脈デナベーションや大内臓神経デナベーション、肺動脈デナベーションなどですでに検証が始まっ

ている。特に、腎動脈デナベーションは生活習慣改善や降圧薬の服用にもかかわらず血圧が高い患者

に対して FDA 承認（2023 年）を取得した 34。これは非薬物療法として初の中枢－末梢交感神経介入

型高血圧治療であり、医療機器開発としても大きな意義を持つ。

一方で、アブレーション手技のさらなる低侵襲化と照射精度の向上が求められており、とくに副作

用を最小限に抑えつつ標的神経を選択的に遮断するための技術革新が必要である。また、自律神経の

活動状態や交感神経優位の程度を定量的に評価し、治療反応性の高い患者群（＝反応良好群）を予測・

層別化する診断技術の確立が、治療成績の向上と無効症例の回避に不可欠である。これらの課題を克服

し、適切な症例選択と標準化された治療アルゴリズムが確立されれば、腎動脈アブレーションにとど

まらず、他部位への応用も加速することが期待され、巨大な医療需要・市場規模も予想される（Action1：

常態再現にむけた診断機器 / 治療機器）。一方、焼灼というアプローチは、神経を介した制御系の向上

とは異なるものであり、本来備わっているべき自律神経制御を物理的に切除することの長期的な妥当

性があるのか？という問いも内包していることから、治療効果と長期的影響、患者 QOL に与えるメリッ

ト・デメリットを科学的に検証することが必須である。

技術②：自律神経閉ループ制御を可能とする植え込み型ニューロモデュレーション機器
現状で開発されているニューロモデュレーション技術のほとんどは、開ループ的な自律神経の遮断

や刺激である。一方、そもそも自律神経系は閉ループ制御系

であり、その再現や機能強化こそが本来的なニューロモデュ

レーションの強みでもある。生体における交感神経の閉ルー

プ制御系の中心は動脈圧反射（baroreflex）であり、頸動脈

洞や大動脈弓に存在する圧センサー（伸展受容器）からの信

号が中枢（延髄）に伝達され、主に交感神経系を介して心拍

出量や末梢血管抵抗を調節することで血圧恒常性が維持され

ている。

この生理的機構を再現するためのニューロモデュレーショ
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ン技術として、Baroreflex stimulation は、頸動脈洞付近に電極を植え込み、一定の周波数で電気刺

激を加えることで中枢性に交感神経活動を抑制し、持続的な血圧低下をもたらすことが報告されてい

る 35。ただし、現行の装置はあくまで開ループ状態で一定の刺激出力にとどまっており、実際の血圧

変動や神経活動に応じた動的な制御には至っていない。

頸動脈 reshaping ステントは、頸動脈の形状を物理的に再構築することで、伸展受容器の刺激感受

性を高め、自然な baroreflex 機能の増強を図る新たなアプローチである。これは機械的介入による感

覚入力の強化を通じて、自律神経制御の再調律を試みるという点で、従来の電気刺激とは異なるアプ

ローチとして注目されている 36。

さらに、BackBeat Cardiac Neuromodulation Therapy™ は、心臓植込み型ペースメーカーを応

用した新しい閉ループニューロモデュレーション技術であり、心房ペーシングのタイミングを制御す

ることで心室充満圧や血圧変動を間接的に操作し、baroreflex を介した交感神経抑制を引き出すこと

を目的としている。特筆すべきは、従来の開ループ刺激と異なり、血圧や拍動パターンの変化に応じ

て刺激タイミングを適応的に調整できる点であり、事実上 baroreflex 経路の一部を人工的に置換・補

強する閉ループニューロモデュレーション技術である。近年の臨床試験では、BackBeat Therapy が

降圧効果を有し、薬剤との併用により心血管イベントリスクの低減にも寄与する可能性が示されてい

る 37。

このように、自律神経系の閉ループ制御を理解し、それを模倣・増強する形で設計されたニューロ

モデュレーション技術は、単なる神経遮断や一方向刺激にとどまらず、より生理的かつ持続的、自動

的な血圧・循環調節を可能とする将来性を有しており、今後の進化に大きな期待が寄せられている。

（Action1：常態再現にむけた診断機器 / 治療機器 /Action3：現場に応じた適応型医療技術）

技術③：循環調節以外の機序を主眼としたニューロモデュレーション機器
ニューロモデュレーションは、循環調節にとどまらず、抗炎症効

果をはじめとする多面的な生理活性を有することが知られている
38。特に、直接的な循環動態の変化を伴わないような低強度刺激

であっても、病態改善に寄与し得ることが、動物モデルを用いた

基礎研究により示唆されている。

例えば、ラットや犬の重症心不全モデルにおいては、植え込み型

迷走神経刺激によって左室機能の改善が認められており、徐脈な
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どの典型的な循環応答を伴わない刺激レベルであっても有意な効果を示すことが報告されている。同

様に、心筋梗塞モデル動物においても、迷走神経刺激により心筋保護効果が得られることが示されて

おり、これらの背景には、抗炎症作用や活性酸素種（ROS）の抑制といった非循環性機序が関与して

いると考えられている。

このような基礎的知見にもかかわらず、現時点では、これら非循環効果を介した臨床的有用性につい

ては十分に実証されておらず、臨床応用に向けた明確なエビデンスの確立が求められる。今後、刺激

による自律神経調節において循環応答だけでなく、抗炎症・代謝調整などの非循環的効果を最適化す

ることは、ニューロモデュレーション治療の適応拡大と精密化に向けて不可欠であり、より系統的か

つ機序解明に基づいた基礎研究の蓄積が必要である。（Action1：常態再現にむけた診断機器/治療機器）

技術④：低侵襲ニューロモデュレーション機器
低侵襲的ニューロモデュレーション機器の中でも、頸部（cervical transcutaneous VNS: ctVNS）

や耳介（transcutaneous auricular vagus nerve stimulation: taVNS）から非侵襲的に迷走神経刺

激を行う手法が注目を集めている。例えば、taVNS は、耳介に分布する迷走神経耳介枝（ABVN）に

対して表面電極を用いて電気刺激を加える技術で、植込みやカテーテルなどの侵襲的手技を伴わず、

外来や在宅環境でも使用可能な点が大きな特徴である。もともと中枢疾患に対する非侵襲的介入法と

して開発されたが、近年では、心不全、心房細動、うつ病、炎症性疾患など、さまざまな領域への応

用が試みられている。皮膚表面からのアプローチでありながら、

脳幹の孤束核などに至る迷走神経ネットワークを間接的に刺激す

ることができ、心拍変動（HRV）の改善や炎症性サイトカインの

抑制といった自律神経系の調節効果が報告されている 39。また、

非侵襲的であるため反復使用が可能であり、薬剤との併用や生活
習慣介入との組み合わせによる相乗効果も期待される。すでに欧

米を中心に市販機器が複数存在し、一部は片頭痛やうつ病などに

対する医療機器として承認されている。

一方で、低侵襲的ニューロモデュレーション機器には解決すべきいくつかの技術的課題も存在する。

第一に、刺激部位である頸部や耳介の解剖学的構造や神経分布には個人差があり、電極の位置や装着

方法によって刺激の効率や効果が大きく変動する。現行の多くのデバイスは画一的な電極配置を前提

としているが、個々の神経応答に基づく最適化が求められている。第二に、他の刺激装置と同様に、
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刺激パラメータ（強度、周波数、パルス幅など）の最適条件は依然として確立されておらず、エビデ

ンスに基づいた個別化プロトコルの開発が必要である。また、現行の低侵襲的迷走神経刺激は「一時

的な神経調節」を目的とした治療であるため、持続的な治療効果を得るためには、一定期間の継続使

用が必要な可能性もある。そのためには、長時間の装着に耐えうる快適性と携帯性を備えたデバイス

設計が重要であり、使用者のアドヒアランス向上を図るためのユーザーインターフェースの工夫も必

要である。一方、これらを解決した先には、3 つの Vision の達成を可能にする多面的な Action（1, 2, 

3, 4, 6）につながる医療機器に発展し得る。

3．2035年(10年後)に確立しておきたいコアテクノロジー
　　生体センシング＆データ取得

・ 理想的なニューロモデュレーションデバイスには、グルコース濃度、pH、温度、圧力、脳波、心

電図など多様な生体信号をリアルタイムで検出・監視する機能が求められる。

・ 本分野の最大の課題は、臨床で安定的に神経活動を記録する手法が未確立である点にあり、客観的

かつ連続的な神経活動の測定技術の確立が不可欠である。

・ 特に埋め込み型センサーでは、周囲組織の反応や表面汚染により信号の特異性や SN ⽐が低下する

ため、長期間高精度な測定を維持できるセンサーの開発が求められる。

・ ドーパミンなど神経活動に関連する分子をリアルタイムでモニタできるバイオセンサーや、生体適

合性に優れた柔軟素材によるワイヤレス埋込センサーの研究が進んでおり、将来的な閉ループ制御

の基盤となる高精度データ取得が期待される。

　　AI・デジタルツイン／ XAI（人工知能）
・  閉ループ制御の実現には、リアルタイム信号処理と高機能なアルゴリズムの統合が不可欠である。

特に、埋込デバイス上での長期安定動作には、限られた電力・演算資源を考慮した設計が求められ、

一部処理を外部機器に委ねる構成も検討されている。

・ 最近では、脳深部刺激（DBS）における適応型制御や、個別脳解剖学情報を反映したデジタルツイ

ンによる刺激最適化の研究が進展しており、患者ごとのパラメータ自動調整を実現する技術が求め

られている。
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　　マイクロロボティクス＆アクチュエータ
・  侵襲的デバイスでは、外科手術のリスクや長期使用時の電極周囲組織反応（瘢痕化）による刺激効

率低下、電池寿命といった課題があり、小型・高性能化、無線給電や体内充電技術による電池交換

頻度の低減が望まれる。

・  一方で、非侵襲的刺激は焦点性や到達深度に限界があり、効果が不十分となる場合もある。これを

克服するため、集束超音波による精密刺激や、光遺伝学的技術を用いた特異的細胞刺激など、新規

アクチュエーターの開発が求められている。

　　低エネルギー & ハーベスティング
・ 機器の長期留置や高機能化に伴い計算負荷が増大する中、限られた電力・演算資源下での効率的な

動作設計は、継続的なシステム運用における重要な技術的要件である。

※本挿絵は長嶋氏の協力を得て制作しました。

Medical Technology Foresight 2050　　　47



1．対象とする疾患領域の 2050 年の状況
2025 年現在、脳・神経の領域では、医療現場では脳卒中に関連する治療や予防が多く行われている

現況である一方、研究や発展が期待されている領域としては脳に対する未知の機能の解明や促進も注

目されている。話題になる例としては認知症の治療薬の開発やイーロン・マスクによる脳へのチップ

埋め込みがその顕著な類であろう。では、2050 年の時点で、脳・神経領域の治療や研究の状況を考え

てみる。

＜人口・年齢構成の変化と脳・神経の疾患の状況＞

治療・予防の対象では、脳卒中（脳出血や脳梗塞）のように、高齢化・生活習慣に起因する疾患はさ

らに増加傾向になると考えられる。2020 年では世界での死者数は 600 万人であったものが、2050

年には 50% 増の 800 〜 1,000 万人になると推計されている 40。これは心臓血管や糖尿病などの病気

と同じような傾向である。ただしこれはグローバルや所得観点で見るとセグメント毎の差が一層進行

すると考えられる。途上国や非富裕層では今後も劇的な増加が見込まれる一方、喫煙率の低下や予防

医学の啓発が進行した、日本を含む先進国では人口当たりの発症率は低下傾向になり、発症年齢も高

齢化すると考えられる 41(Vision2)。

＜最先端の治療技術＞

カテーテルや内視鏡の手術技術はさらに進歩し、ロボット化および自動手術が遠隔で受けられる世

界がやってきている可能性は高い。自動車の自動運転のように、手術中に医師は監視をするが手を出

す場面が劇的に減少し、安全に手術を施行しうる世界になっていると考えられる。しかし、治療アク

セスの観点では、経済的に恵まれたセグメントでは、多少の地理的ハードル等があってもこれらの疾

患は予防・治療早期介入が可能で機能予後も改善しやすい一方、経済的な余裕が限られたセグメント

では先端医療の恩恵の享受が限定的であり、格差の進行が進んでいることが予想される。例えば、脳

神経外科領域における急性期脳梗塞の血管内治療等は、2050 年では発症時も遠隔でのロボットカテー

森田　康平　KOHEI MORITA
脳神経外科 / 脊椎 / 脳外科の視点

脳卒中 ( 脳出血や脳梗塞 ) は、高齢化・生活習慣に起因して、
2050 年には 50% 増の 800 〜 1,000 万人に到達

ー SEVEN PERSPECTIVES ー
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テル手術で施術後、症状に応じたリハビリテーションが行われるように、先端医療は高度に発達して

いると想定されるが (Vision1)、最先端・高価格の治療が世界中で全ての人々が受けられるわけではな

い。重症脳梗塞発症後も基本的な内服加療しか享受出来ない層・地域が存在し続け、地域間の格差解

決が課題になり続けていると思われる (Vision2)。もちろん 2025 年現在では高価な治療方法や医療機

器も、先進国以外でも販売・適応され普及、市場における数量シェアとしてはむしろ先進国メーカー

以外の企業群の⽐重は高まるであろう。

脳卒中以外の疾患としては、高齢化による脊椎変性およびそれに起因する脊髄神経の疾患は増加が

予想される。先進国では 2025 年に既にかなりの発症数であるが、2050 年では途上国で治療数が激

増すると考えられる。これらは予防・早期の治療介入も行いやすく、ロボットや先端材料を用いた医

療機器などとも相性が良いことから、関連市場の膨張も想像に難くない。

＜神経領域の解明と介入＞

脳・神経の機能は未知の領域や個人差が非常に大きく、2050 年で全容を解明出来ている可能性は少

ない。むしろ、他の広く深い学問領域と同じように、研究が進行するほど研究対象となりうる謎や疑

問は増えているかもしれない。ただし、非侵襲的な評価方法や外部刺激による疾患コントロールは非

常に発達すると考えられる。電極や針を脳に直接差し込み破壊するような危険な行為が無くても、電

極を置くだけや特殊な MRI のような画像診断で脳の状態をモニタリングする技術は発展しつつある。

つまり、2050 年では頭皮や脳血管内の電極で脳の機能をモニタリングし、てんかん疑いなど要治療の

場合にはさらに治療をも一貫して行う、という治療が実用化されていることは十分に考え得る。特に

これらの神経機能に起因する事象は、細かな作用機序が解明できなくても経験的に効果が明らかであ

る治療法が積み重なり、増えていくことが予想される。(Vision1)

最先端・高価格治療に対する地域間の格差が未解決の課題
として残存

神経機能に起因する事象は細かな作用機序が解明できなく
とも経験則による効果が明らかである治療法が積み重な
り、増えていく
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＜神経組織の再生や機能回復＞

神経系も他疾患と同様、再生医療が発達することが予想されるが、医療機器と組み合わせた治療法

も存在しうる。再生医療用の細胞を梱包した注射剤、インプラントやステントと細胞成分の混合など

は出現が考え得る。記憶の再生が 2050 年でどこまで可能かは不透明な面があるが、運動神経や感覚

神経の再生、疾患領域としてはパーキンソン病や神経細胞の脱落による機能障害など、神経細胞の構

造に起因する機能は再生医療により大きく予後が改善していると考えられる。

2. 2050 年に求められる当該疾患領域の医療技術
技術①：バイタルサイン自動取得・判別・アラートシステム

脳卒中は、基本的には高血圧や糖尿病などの生活習慣病の要

素、そして高齢化という年齢要素で発症する。逆に言えば、これ

らの生活習慣が適切に維持され、予防介入が為されていれば発症

しにくく、かつ軽症化しやすい。しかしこれら生活習慣病は無自

覚なものも多く、患者自身による自主的な活動（例えば、定期的

な運動や食事管理など）に依らざるを得ない場合が多い。健診で

異常を指摘されていたが放置していた、結果脳卒中になってしまったという例は非常に多い。つまり、

まず発症させないこと、モニタリングし異常を早期にアラートすること、そしてその重要性を社会全

体として啓蒙活動を徹底することが求められる。既にこうしたシステムは健診では一部実用化されて

いるが、本人への通知や医療機関へのアクセスを軽減したシステム（遠隔でデータを共有し受診を促

すなど）が一般的となっていることが望まれる。こうしたシステムが普及することで、重篤化を防ぎ、

脳卒中患者の罹患率改善・社会復帰率向上に大きく寄与することが期待される。(Action1：常態再現

にむけた診断機器 / 治療機器 )。先進国では健康意識や予防の高まり、喫煙率の低下から普及しやすい

と考えられる。また、各種画像診断などの結果より、AI でどのような疾患がどのような確率で発症す

るかの予測も（2050 年時点でも難しい疾患も当然存在はするであろうが）精密に行えるようになって

いると考えられる。

技術②：一部自動化の手術・カテーテル用ロボット
予防を行っていたものの不幸にして脳卒中を発症する患者はどうしても存在する。特に脳卒中のう

ち脳梗塞は、発症後の適切な治療内容によっては重症度や予後の改善を図ることが出来る。2025 年現
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在、カテーテル手術による対処が脳梗塞（特に塞栓症中心）に対

して行われるようになってきた。2050 年ではこれがさらに発症

早期にロボット・遠隔で行われるようになっているであろう。ま

た、AI を用いて手術操作の一部において術者はモニタリングする

だけで、直接手を出さない状況も考えられる。（Action2：プラッ

トフォーム医療技術、Action6：地域・生活圏へ展開する医療技術）

技術③：遠隔手術システム
脳卒中については、現在では救急搬送と治療する専門医の局在から、どうしても地域毎に差が出ざ

るを得ない状況である。我が国においても例外ではなく、過疎化および医師が少ない地域では脳卒中

治療が充足しているとは言い難い。2050 年では前述の通り、手術操作で会っても一部は遠隔で行うこ

とが可能となっていると考えられる。少なくとも初期診療・治療介入については地理的・距離的ハー

ドルはかなり下がっているはずだ。保険医療内での必要な遠隔“治療”が地域格差の削減につながる

ことが期待される。（Action3：現場に応じた適応型医療技術、Action5：専門知を統合する医療技術）。

技術④：非侵襲的モニタリング・判別・治療システム
SF や漫画では、脳に電極を刺して人間の感情や運動をコントロールするような描写はよく見かける。

実際には電極や針を刺すとどうしても脳組織を損傷するため、治療の有用性が損傷による不利益を上

回らない限り避けるべき手法ではある。ただし、脳の組織を損傷しないような非侵襲のスクリーニング、

現在では functional MRI や各種の核医学検査などは当然の如く使用され、発達傾向である。脳血管内

の電極留置なども同様に侵襲性が低いながらも有効な手法として考え得る。さらに、脳の組織につい

てはその仕組みは 2025 年現在でも未知の領域が非常に広く、2050 年でも完全解明は困難と考えら

れる。とはいえ、迷走神経刺激に見られるような電気刺激のように、その治療効果の仕組みが完全に

解明されていなくても経験則的に効果が証明されている方法は発達傾向である。2050 年ではこのよう

な経験・エビデンスがさらに蓄積され、てんかんなどの疾患に対してはスクリーニングからの非侵襲

的な治療介入がスムーズに行われているであろうことが期待される。さらにはこのような診断から治

療に至るまでの流れが AI で一貫してアルゴリズム化され、自動化していることも望ましい。（Action1：

常態再現にむけた診断機器 / 治療機器）
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技術⑤：ほぼ完全な遠隔・自動手術システム（内視鏡・脊椎領域）
脊髄神経関係の疾患・治療としては、高齢化により先進国・途上国の双方で今後も相当数の患者が罹

患、特に後者は手術の対象層も爆発的に増加すると考えられる。脊椎の手術は除圧や固定手術が主な

術式であるが、これらはロボット手術と非常に相性が良い。カテーテル手術と⽐較しても 3 次元的に

アプローチや操作が行いやすく、関節数や構造が簡易なシステムで行いやすいと考えられるからであ

る。すなわち、診断〜手術までのプロセスのうち多くが遠隔・ロボットで行うことが可能になると考

えられる。手術においても術前プランニング・機器の留置・位置確認を遠隔・ロボットで行う世界になっ

ていることが予想される。さらに、近年では AI のレベルも飛躍的に向上していることから、自動車の

自動運転のように術者の介入が非常に少ない手術が可能になることも期待される。（Action2：プラッ

トフォーム医療技術、Action5：専門知を統合する医療技術、Action6：地域・生活圏へ展開する医療

技術）

技術⑥：リハビリ・介護の補助動力システム
発症後の治療のうち、リハビリテーションは経験値の蓄積およびリハビリ専門家以外へのノウハウ共

有により、効果的かつ短期間で行えるようになっていることが考えられる。また、この際にはロボッ

トなどの補助的機器が、患者個人個人の症状や重症度を確認しつつサポートをしていることが予想さ

れる。移動や生活動作の介助を行うロボットアームや補助動的システム、危険行動をモニタリングし

事故を防止するシステムが考え得る。ただし神経系の再生については再生医療の発達や補助もありえ

るが、記憶や高次脳機能障害などの神経障害は 2050 年でも物理的

に完全治癒が難しく、時間も要することが考えられる。（Action5：

専門知を統合する医療技術）特に日本においては高齢化が今後も世

界で最も進行するうえに、移民が増加する可能性も低いことから介

護やリハビリの労働力人口不足は深刻化すると考えられ、このよう

な技術の発達はニーズが高いと考える。また、脳卒中のみならず認

知症についても同様のシステムは有効である。2050 年でも認知症

が根本的に治療可能となっている可能性は低く、“いかに社会でケア

するか”が課題となり続けていると考えられることから、介助・ケアを行うこのようなシステムは重

要であろう。
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技術⑦：準・再生医療：人工組織
再生医療は iPS 細胞を含む研究がようやく実臨床で応用可能なレベルとなってくることが予想され

る。その場合、再生医療と医療機器を組み合わせることも考え得る。たとえば、過去には薬剤溶出ス

テントが存在したように、脳血管内デバイスなどに脳・神経の再生を促す細胞成分などを塗布するよ

うに、再生医療に向けた医療機器が発展しうるのではないかと考える。パーキンソン病や中等度まで

の脳梗塞で運動機能障害や感覚機能障害については、神経の性質と構造に起因する疾患のため、細胞

成分の再生により治療が進みうると考える。また、再生医療の細胞成分でなくても、人工筋肉や人工

神経などで機能を代替する手段も発達するのではないか。神経組織の再生や機能回復においては複数

の方法が存在し、状況に応じて選択・治療が為されている状況が望まれる。（Action1：常態再現にむ

けた診断機器 / 治療機器）
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3．2035年(10年後)に確立しておきたいコアテクノロジー
　　AI・デジタルツイン／ XAI（人工知能）

・ 感覚フィードバックと筋肉の運動へと繋げる神経電位等の情報を統合出来る（自律型手術ロボット

をコントロールできる）AI

　　マイクロロボティクス＆アクチュエータテクノロジー
・ヒトの両上肢の動きを忠実に再現しうるロボットアーム

・ 移乗や立ち上がり補助を行う、リハビリや介護に関わるロボットやパワースーツ

・ 深部にまで非侵襲的に電気その他の刺激を加える機器

　　生体センシング＆データ取得
・指先の振動覚や関節の深部覚をモニタリングし、再現しうるセンサー

・センサーでなくても、映像からでも動きや状態をデータとして活用しうる技術

・血管内や頭皮でも脳波が詳細に拾える電極

・非侵襲的に脳の活動や状態をリアルタイムで把握することが出来る検査方法と装置

　　材料・デバイス技術
・細胞成分を塗り込んでも長期間生存しうる生体吸着材料

・一般材料や動物生体材料から作った人工筋肉や人工神経

　　データ基盤・相互運用テクノロジー
・現在の 5G を超越する完全リアルタイムに近い通信網
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※本挿絵は長嶋氏の協力を得て制作しました。
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園生　智弘　TOMOHIRO SONO
救急 / 麻酔 / 医療システムの視点

1．対象とする疾患領域の 2050 年の状況
＜人口・年齢構成の変化と急性期医療の変化＞

救急・麻酔・ICU などの急性期領域の 2050 年の将来像についてまず重要なのは、人口や年齢構成

の今後の変化が挙げられる。日本においては、世界各国にさきがけて、現在から 2050 年にかけてま

すます高齢化と生産年齢人口の相対的減少が進行し、急性期疾患（外傷、感染症、脳卒中や心疾患など）

の負担は増大する。2050 年にかけて増加することが予測される高齢者の急性期疾患は下記のような特

徴を有する。まず、併存疾患や常用薬の情報が複雑で、治療や処置の選択も結果として複雑になりや

すいこと。治療や処置の実施により得られるメリットよりも、その合併症がもたらす不利益が大きい

ケースもあり、併存疾患や常用薬の情報を踏まえた臨床意思決定が重要になること。また、高齢者の

場合、治療反応性や予後の個人差が大きくなることも知られている。麻酔や ICU 領域で重要な「人体

の恒常性」の維持機能も年齢とともに緩やかに低下する。侵襲的治療と緩和的治療のバランス、治療

による費用対効果も、医療機器をはじめとした医学の発展に伴い常に変化するが、高齢患者では特に

その影響が大きい。

＜地理的・時間的に不利な状況での疾患の発生＞

疾患の年齢分布は変わるものの、急性期疾患、その中でも救急医療領域において変わらないものも

ある。それは、人間が居住・活動する限りそこで常に急性期疾患は生じるということである。グロー

バルレベルで見た場合に、日本は国土が⽐較的狭く人口が密集しているが、それでも離島やへき地で

発生する急性期疾患へのドクターヘリ等を用いた緊急対応はもちろん、スポーツや山林など人里離れ

たところで突如発生した外傷等への対応も必要となる。世界各地で、それぞれの地域事情により異な

る地理的・時間的リソースの中での急性期医療の最適化が求められ、これは 2050 年になっても変わ

ることはない。

＜高度医療機器の人材教育や合併症予防＞

急性期医療においては、様々な高度医療機器が利用される。高度医療機器の開発とともに、合併症

高齢者の急性期疾患では、併存疾患や常用薬を踏まえ、処
置の有益性が合併症により相殺されない意思決定が不可欠

ー SEVEN PERSPECTIVES ー

56　　　Medical Technology Foresight 2050



を起こさずに適切に活用できる医療従事者の人材教育は重要事項である。

一例として ECMO（体外式膜型人工肺）を取り上げる。コロナ禍で話題になった ECMO は、従来

は心臓血管外科の手術前後での利用が主であったが、循環の恒常性が破綻する心肺停止での利用によ

り飛躍的な予後改善のエビデンスが出ている。一方、出血や感染、脈管損傷などの合併症は多く、急

性期領域では合併症を軽減できる医療技術が求められている。（Vision1）

また、ECMO のような高度医療機器の場合、機器自体の入手可能性以上に適切に使用・管理ができ

る人材育成が重要になる。同じ ECMO 治療を行った COVID-19 患者でも、救命率は日本では 60%

程度だが、インドネシアでは 11%42、アフリカの一部の国家ではほぼ 0% であったというデータがある。

急性期領域の医療機器の国内外での展開には、人材教育が必須要素になる。（Vision2）

＜急性期医療の各種処置の自動化＞

救急処置では熟練したスタッフの業務を AI や機械により代行するのは難しい部類とされている。国

内外で様々な研究が行われているが、静脈ライン確保のようなベーシックな手技でさえ、これまで機

械化できてこなかった。これは、処置コストが安く技術開発が割に合わないという理由と、手術室や

ICU のような「整った環境」以外で実施されることが圧倒的に多い処置であり、機器開発の難度が高

いのだと考えられる。一方、重症患者の ICU 管理や麻酔科の手術室管理においては、「異常検知」「高

度に個別化した治療方針の短時間での策定と実行」が求められる。具体的には、集中治療室での持続

カテコラミンを用いた適正な血圧管理や、インスリンを用いた血糖管理などで、ICU の AI 管理に関し

ては複数の論文が出版されている 43。このような「異常検知」と「個別化医療の実施」において AI 医

療機器は本質的に人間よりも高度な機能を果たす可能性が高いものの、現段階ではその多くが後ろ向

きデータによる机上検証にとどまっており、患者介入を伴う研究は極めて限られている 44。今後、遠

隔 ICU 管理や、人的介入をほぼ要さない自動麻酔管理 45 などの、より少ない医療スタッフで十分な急

性期医療が提供できるよう、医療システムを通じた効率化・自動化を実現する AI 医療機器への期待は
大きい。（Vision3）

それぞれの地域事情により異なる地理的・時間的リソース
に応じた急性期医療の最適化

手術室や ICU では、AI による異常検知・個別化医療が実
現され、「医療行為の自動運転化」が進む
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2. 2050 年に求められる当該疾患領域の医療技術
技術①：合併症予防を高度に実現する、安全性を高めた高侵襲医療機器

急性期医療領域で重要な手技はいずれも、救命や手術の実施のために必須ではあるものの、合併症

は不可避的に発生している。特に患者の高齢化が進む 2050 年にかけて、高侵襲医療機器による合併

症予防は極めて重要な意味を持つ。

具体的な処置としては、気管内挿管、中心静脈ライン挿入、ECMO や Impella の挿入、IABO や

IABP の挿入、などが挙げられる。救命医療のシーンでは X 線利用環境や術者の準備や技術熟練度が不

十分であっても当該処置をせざるを得ないことも多く、脈管損傷

や食道挿管などを代表とする合併症が特に起こりやすい。

合併症予防のためには、熟練した術者の手の感覚に頼っている要

素が現在のところ大きい。一方、合併症予防のために、医療機器

の進化に期待するところは大いにあると考えられる。例えば、体

内挿入するカテーテルやガイドワイヤー等の先端に圧センサーを

つけることにより、血管損傷のリスクをリアルタイムに術者がわ

かるようにするようなアイデアは役立つことだろう。イメージは、

最近の自動車の、近づくとどんどん音が大きくなる接触防止セン

サーである。（Action1：常態再現にむけた診断機器 / 治療機器）

技術②：急性期医療の統合データ基盤
急性期医療における「異常検知」と「個別化医療の実施」が AI 医療機器により実現できる可能性は

先述した通りである。先行研究として、「手術室や ICU でのバイタルサインによる AI 患者管理」に関

わるものは複数ある (2), (4) が、現時点では臨床現場での利用性

は不十分である。その理由の一つとして、先述したような高齢化

による急性期疾患の状態の複雑化が挙げられる。例えば、同じ「収

縮期血圧 100」であっても、「20 代の健康な女性」の場合と、「降

圧剤を 2 剤内服していて普段の血圧は 150 程度の 80 代の男性」

の場合ではその解釈は大きく異なる。

このような複雑な病態を扱う、急性期医療における「異常検知」

と「個別化医療の実施」のための AI 医療機器は、その基盤部分
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に統合されたデータ基盤を持つことが必須要件となる。ICU や手術で使用中の薬剤等はもちろん、基

礎疾患や常用薬、ADL（日常生活動作）や生活歴に至るまで、適切に統一化されたデータ規格で管理

されていることが、急性期医療の AI 化の前提条件となる。（Action2：プラットフォーム医療技術）

技術③：自動運転の ICU・手術室
②で示したデータ規格の整備とともに、遠隔 ICU 支援や、ICU・手術室管理の AI による自動化は、

生産年齢人口が減少する 2050 年に向けて重要な技術である。ICU や手術室では、実施すべき基本的

な Action は、2 つしかなく、遠隔支援や AI による自動化とはこの二つの Action をモニタリングデバ

イスを通じたモニタリングと closed loop で繋げて実行することである。一つは、人工呼吸器、持続

血液浄化、ECMO などの医療機器の設定変更。もう一つは、鎮静鎮痛薬、昇圧剤、抗菌薬、などの流量・

投与変更である。

ICU や手術室では一般に患者自身は意思表出が難しいことが多く、また input の情報量が極めて多

いため人による情報整理や異常検知に向いていないということも言える。したがって、臨床検査値や

バイタルサインはもちろん、②で示した患者背景情報

や主疾患情報など、膨大な情報を input サイドに持ち、

最適な Action を自動化することは、手術室や ICU で

こそ大きな価値がある。現段階では実際に患者介入を

伴う研究は極めて限られている (3) が、あらゆる医療領

域で最も早く ICU・手術室領域での自動化が実現され

る可能性が高いと考える。（Action3：現場に応じた適

応型医療技術）

技術④：検査・診断・治療の医療機器の小型化・可搬化
急性期医療においては地理的・時間的に不利な状況で患者が発生することは極めて多い。そのような

場面でも、リソースが十分ある急性期病院の救急外来や手術室等で行う検査・診断・処置の中で、特

に治療選択・患者予後に大きな影響が出るものを、へき地や離島あるいはドクターカー・ドクターヘ

リの中などで実施できるように小型化・可搬化することの意義は大きい。

代表的な医療機器として、スマートフォンですぐ映像が見ることができる小型の超音波検査機器が

挙げられる。このような機器は、ドクターカーやヘリの中で利用できて、外傷初期蘇生に大いに寄与し、
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派生して、へき地離島や在宅診療でも広く利用されるようになっている。超音波検査では、気胸や骨折、

食道挿管の識別などもできるが、術者の一定以上の技術を要する。

病院の救急外来や手術室で安全に処置や治療を行える最も大きな理由は X 線（C アームと言われる

透視装置なら手術室や初療室に持ってくることができる）や CT（ハイブリッド ER と呼ばれる一体型

の初療室では患者を移動させずに CT 撮影ができる）が直ちに利用できるからである。現時点では技術

的に難度が高いかもしれないが、2050 年に向けて、X 線や CT 装置のような機器をより小型化・可搬

化することができれば、地理的に不利な状況で発生した急性期疾患に対

して極めて有効なソリューションとなるだろう。

一つ注意点として、各メーカー側としては、「小型化・可搬化が容易

に可能な」医療機器や検査機器を、提唱しがちであるが、このアプロー

チは注意が必要である。切迫した臨床意思決定や、1 分を争う急性期処

置の実施、合併症予防に必要な機器は小型化・可搬化すべきであるが、

そうでない機器の場合はむしろ医療コストを無駄に上げるリスクが高ま

る。技術オリエンテッドではなくあくまで急性期医療の現場側視点の元

で、小型化・可搬化すべき機器を選定する必要がある。（Action4：持

続可能な簡素で低負荷な医療技術）

技術⑤：救急医療現場での致死的疾患の自動判定技術
急性期医療においては、「患者の診断を確定すること」以上に、「その時点での人的・物的リソース

を駆使して致死的病態や後遺症を残す病態を、除外あるいは確定診断をすること」が重視される。い

わゆる総合診療外来やクリニックで重宝されがちな「疾患確率に基づいた可能性の高い疾患を列挙す

る AI 問診」を、診断当てゲーム的に感じて多くの急性期領域の医師があまり好まないのはここに由来

する。

しかしながら 2025 年時点ではいまだに、急性期医療の代表である当直・時間外診療、またその手

前の救急搬送時点で多くの致死的疾患の見逃しや誤診が起きているのは事実である。また、救急搬送

時点では救急隊員による診断行為は行われないことになっているが、実際にはそれに類した診断の予

測行為の結果、不適切なリソースの病院に搬送が決定することもしばしば起こっている。

ここには人間の各種の思考バイアスが大きく関わっており、「頻度が高い疾患や病態を初期想起する

とそれに都合の良い情報を中心に収集しがちである」ことに起因する。熟練した救急医は、逆に、頻
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度が低くても致死的となりうる疾患を常に数個想起して情報収集を行うよう強く意識している。この

ような人間の思考バイアスを考慮した上で、患者の言葉、顔色、バイタルサイン、基礎疾患等を input

として、「致死的病態の可能性」が一定以上に上昇した際に、医師等に通知をする診断支援技術は救急

領域で役立つと考えられる。（Action5：専門知を統合する医療技術）
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3．2035年(10年後)に確立しておきたいコアテクノロジー
　　生体センシング＆データ取得

・人体内で安全に使用でき、かつ十分小型化された圧センサー等のセンサー技術

・ 診断音声等から、医師の患者状態解釈と同様にリアルタイムで患者状態をデータ化する急性期医療

のデータ入力技術

　　データ基盤・相互運用テクノロジー
・ 急性期医療における標準的なデータ規格の確定：検査値のみならず、バイタルサイン、基礎疾患、

医療機器の各種設定情報、行われた処置等も含めたデータ規格の規定が必要。

・ 上記の標準的なデータ規格に対する電子カルテや医療情報システムでの準拠の開始。

・ バイタルサインだけにとどまらない包括的な急性期医療の、規格の揃ったビッグデータ。モニタリ

ング結果のデータと、行われた介入の構造化データの双方が必要。

・ 救急医療における、上記の患者状態データと最終診断やアウトカムデータを双方含む、規格の揃っ

たビッグデータ。

　　イメージング技術
・画像検査装置小型化の可能性、小型化可能な新しい画像診断モジュール

　　AI・デジタルツイン／ XAI（人工知能）
・ 集中治療室や手術室におけるモニタリング結果情報と処置介入の closed loop を成立させる AI ア

ルゴリズム

・ 問診や身体所見、検査所見等から各種疾病診断（特に緊急性の高い診断）を実施する AI アルゴリ

ズム
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※本挿絵は長嶋氏の協力を得て制作しました。
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1．対象とする疾患領域の 2050 年の状況
消化器悪性腫瘍、とくに大腸癌は全世界的に増回傾向であり、2040 年には、2020 年と⽐較して死

亡例が 1.7 倍にまで増加すると予測される（2020 年 93 万例 vs 2040 年 160 万例）46。本邦におい

てもその傾向は同様で、2050 年頃には大腸癌治療に全癌腫中最多の医療費を投入せざるを得ないと

推測される 1。つまり、『大腸癌を制さずして、癌は克服できない』と言っても過言ではない。さらに、

高齢化社会を背景に超高齢者大腸癌の割合が増加し、併存疾患を持つ複雑な症例が増えると予測され

る。また、世界的に若年発症の大腸癌も増加傾向であり 47、若年層も効率的に取り込む検診プログラ

ムも必要になる。消化器癌の診断・治療は専門性が高く、高度な技術と設備を要するが、2050 年にか
けて全世界的に高齢化と医療者不足が進むと予測される。そのため、専門医の診断・治療能力を拡張し、

地理的・人的制約を超えた医療提供を可能にする医療機器開発が期待される。（Vision 2）

難病である炎症性腸疾患（Inflammatory Bowel Disease: IBD）の患者数は継続的に増加し、グロー

バル規模で 2050 年には現在の 1.3-1.5 倍になると予測される 48。当該疾患は難治性・慢性疾患であ

るが生命予後が良いという特徴があり、患者の高齢化により、長期罹患による大腸癌リスク増加や他
疾患との併存症例も増加するだろう。しかし、IBD は炎症による腸管粘膜の破壊と機能障害を生じさせ、

現在の治療では「治癒」は困難である。そこで鍵になるのが、『再燃の抑制ではなく、腸の本来の姿を

取り戻す』 という発想である。炎症発症前の「常態」を再現する再生医療技術により、単なる再燃抑制

を超えた組織構造と機能の回復を期待したい。(Vision 1)

そして、代謝機能障害関連脂肪性肝疾患（MASLD/MASH）の患者数も急激に増加する。世界的

には 2045 年の MASLD 罹患率は 2021 年と⽐較すると 56% 増加し (593/10 万人 2021 年 vs 

928/10 万人 2045 年 )49 、本邦では 2040 年には人口の約半数が MASLD に罹患するという予想も

三澤　将史　MASASHI MISAWA
消化器内科の視点

⼤腸癌を制さずして、癌は克服できない

再燃の抑制ではなく、腸の本来の姿を取り戻す

ー SEVEN PERSPECTIVES ー
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ある 50。日常生活における継続的な管理が重要であるにもかかわらず、進行するまで発見されない例

も多く早期の発見・介入が必要である。MASLD/MASH は日常生活習慣と強く関連し、継続的な管理

が重要である。そこで、「いつでもどこでも“肝”ドック」 を合言葉に、ウェアラブルデバイスと生成

AI などを活用した常時モニタリングと介入が可能な医療機器開発を期待する。単なるモニタリングだ

けでなく、生体内で機能する医療機器の開発により、医療機関での断片的な介入から、日常生活にお

ける継続的なケアへと移行し、時間的・空間的制約を超えた双方向の医療を期待する。（Vision 3）

2. 2050 年に求められる当該疾患領域の医療技術
技術①：消化器がん早期診断・精密治療統合プラットフォーム

消化器癌では早期発見が予後を決定する重要因子であるが、現状の内視鏡検査ではヒューマンエラー

があり病変の見落としや、誤診による過剰な手術治療を行っているケースもある。例えば大腸ポリー

プの 26% が見逃され 51、約 61% の早期癌が癌として認識されず、良性腫瘍と誤診されている 52。

これらの課題を克服すべく、2050 年に向けて、AI 画像解析だけでなく、分子イメージング技術など

を統合した超高精度診断システムの開発が必要である。例えば、がん特異的分子プローブを用いた蛍

光内視鏡により超早期発見を可能にし、同時に AI がリアルタイムで画像解析を行い、癌・非癌の診断、

浸潤深度、転移リスクを瞬時に評価するシステムの開発が望まれる。さらに、診断と同時に光線力学

療法などの非侵襲的治療を自動制御により実施することで、診断から治療まで一連の過程を統合的に

管理するような低侵襲かつ高度に管理された診断治療プラットフォームを構築する。(Action2：プラッ

トフォーム医療技術 )

技術②：消化器内視鏡ロボット汎用プラットフォーム
内視鏡検査・治療や腹腔鏡手術、ロボット支援下手術は消化器疾患診療の中核技術であるが、術者

のトレーニングが必要で、地域格差や医師不足の影響を受けやすい。2050 年の高齢社会、途上国を含

めた医療の地域格差などの課題を解決するため、軟性内視鏡、硬性内視鏡を統合した汎用ロボット治

療プラットフォームの開発が必要である。このシステムでは、柔軟性と操作性を両立したロボットアー

ムが内視鏡を制御し、精密な検査・治療を可能にする。例えば上部・大腸内視鏡では AI による画像認

いつでもどこでも“肝”ドック
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識技術により病変の自動検出と生検を実行する。さらに、5G/6G 通信技術を活用した遠隔操作機能に

より、現地に修練医がいる状況下で専門医が遠隔地から高度な内視鏡治療を提供する。(Action2：プラッ

トフォーム医療技術 )

技術③：現場適応型大腸癌スクリーニングシステム
大腸癌は 2050 年の本邦において、最多の癌種となることが見込まれる 1。『大腸癌を制さずして、

癌は克服できない』といっても過言ではない。一方大腸癌はスクリーニングによる罹患抑制効果は確

実であり、便潜血による大腸癌スクリーニングは 33％の大腸癌死亡を抑制し 53、大腸内視鏡は 53％

の死亡を減らすとされる 54。本邦では便潜血検査が標準であるが、その受検率は先進国の中でも低く
55、受検率向上が切望されている。検診の受診を促す、受診率向上アプリケーションの開発・普及が

必要である。一方でより非侵襲的な検診技術の開発普及により、受検率向上を図ることも重要である。
唾液や尿中のマイクロ RNA 解析による非侵襲的ながん検出技術と、AI によるリスク層別化アルゴリ

ズムを組み合わせた次世代のスクリーニングプログラムの確立・有効性の検証が必要である。また低

侵襲検査であるカプセル内視鏡の機能拡張も期待される。具体的には、生検機能や微小病変のポリー

プ切除機能である。AI が病変を検出した場合、体外からの磁力コントロールによりその場に自動的に

停滞し 56、生検、治療を行う。生検検体については、カプセル内視鏡内で蛍光分光法によるスペクト

ル解析を行い腫瘍・非腫瘍の鑑別を行いその場で病理診断に迫る診断を得られる 57。病理診断が不要

な低悪性度の微小な大腸ポリープについては、カプセル内視鏡下に切除
を行いスクリーニングから治療までを一つのプラットフォームで完遂す

ることにより、患者受容性を高める。患者の年齢、既往歴、家族歴、生

活習慣データから個別リスクを算出し、高リスク群には精密検査を、低

リスク群には経過観察を推奨する個別化スクリーニング戦略を提示する

ことによって、医療資源を効率よく活用する。(Action3：現場に応じ

た適応型医療技術 )

技術④：光源内蔵使い捨て生分解性内視鏡システム
内視鏡検査では高額な機器と複雑な洗浄・消毒工程が必要であり、感染対策の観点からも課題がある。

使い捨て型の内視鏡は、これらの問題を解決することが期待されており、既に製品化されたものもあ

る 58。しかしながら、これらの内視鏡システムは一定程度のサイズの光源装置を必要とすることが課
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題である。2050 年にはさらに一歩進み、生分解性プラスチックとマイクロエレクトロニクス技術を組

み合わせ、十分な画質を確保しながら使い捨て可能な超低コスト内視鏡を実現したい。光源装置を内

視鏡そのものに内蔵し、画像データは無線通信でタブレット端末に送信され、さらに AI による診断支

援機能により、専門医でなくても基本的なスクリーニング検査が実施可能となる。発展途上国や災害

医療現場での消化器疾患スクリーニングを大幅に普及させることができる。(Action4：持続可能な簡

素で低負荷な医療技術 )

技術⑤：消化器疾患横断的 AI 診断支援システム
消化器疾患の診断には、内科、外科、病理、放射線科など複数の専門領域の知識統合が必要であるが、

現状では各科が独立して診療を行い、情報共有や連携に課題がある。2050 年に向けて、すべての消化

器関連専門科の知識を統合したマルチモーダル AI 診断支援システムの開発が求められる。このシステ

ムでは、各専門領域のガイドラインや論文知識、症例データベースを大規模言語モデル（LLM）に学

習させ、患者の症状、検査所見、画像診断結果を入力するだけで、内科的・外科的・病理学的観点か

ら包括的な診断と治療戦略を提示する。従来の専門医一人一人では獲得することが難しかった、越境

知の獲得を助ける。(Action5：専門知を統合する医療技術 )

技術⑥：IBD 患者の常態を再現する組織工学技術と持続的高精度疾患活動モニタリング
IBD（炎症性腸疾患）は原因不明の慢性炎症疾患であり、腸管粘膜の破壊と機能障害が生じる。長期

間の罹患により、腸管切除を要する例や慢性炎症をベースとした発癌をきたすこともあり根治的な治

療が望まれている。2025年現在では各種の生物学的製剤や免疫調整剤により、疾患活動性のコントロー

ルが可能になってきているが、治癒することはなく、絶えず疾患の再燃リスクにさらされる疾患である。

オルガノイドなどの再生医療研究の発展も著しいが、発癌リスクもある。そこで、『再燃の抑制ではなく、

腸の本来の姿を取り戻す』と発想から、治療薬の発展に加え幹細胞治療や人工的上皮シートなどの組

織工学を応用した発癌リスクを排した腸管再生医療の開

発を期待したい。(Action1：常態再現に向けた診断機器

/ 治療機器 )

また腸管内に持続的に滞留あるいは内視鏡的手術によ

り植え込むことができる、微小モニターの開発も望まれ

る。これによって、内視鏡検査を行わずとも持続的に炎
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症活動性が可能となりきめ細やかな疾患活動性モニタリングと迅速な治療介入が可能となる。さらに

は、腸内フローラの経時的な変化などをモニタリングすることにより、疾患の細分化、根治的な治療

法の確立が期待される。（Action2：プラットフォーム医療技術）

技術⑦：MASLD 生活習慣統合管理システム Action6
MASLD/MASH では食事療法と運動療法が治療の中心

であり、日常生活における継続的な管理が疾患の進行を

左右する。しかし、現状では医療機関での定期的な診察

のみでは十分な管理ができておらず、患者の自己管理に

依存している部分が大きい。この課題を解決する、「いつ

でもどこでも“肝”ドック」を実現する、日常生活に溶

け込んだ管理システムの開発が必要である。皮膚埋込型

バイオセンサーチップやスマートコンタクトレンズが眼房水中の代謝産物測定により血糖値、インス

リン抵抗性 59 をリアルタイムで連続監視し代謝状態を評価する。さらに、呼気分析デバイスが呼気中

のアンモニア濃度から肝機能を非侵襲的に測定し 60、スマートミラーが毎朝の身体スキャンで内臓脂

肪分布と肝脂肪蓄積を 3D 画像化することにより、持続的なモニタリングを可能とする。2050 年には
専門医並みの Chat 型 AI が医療においても導入されていると考えられ、患者は医療施設に受診するこ

となく AI が日常の生活習慣指導を行う。患者あるいは未病の段階にあっても常時生活習慣をモニタリ

ング是正し、MASLD の発症を低減させる。(Action6：地域・生活圏へ展開する医療技術 )
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3．2035年(10年後)に確立しておきたいコアテクノロジー
　　AI・デジタルツイン／ XAI（人工知能）

・医療特化型大規模言語モデル（LLM）の確立

・マルチモーダル医療データ統合 AI

・連合学習による医療データ共有技術

　　材料・デバイス技術
・体内埋込型マイクロセンサーチップ

・分子特異的蛍光プローブ

　　マイクロロボティクス＆アクチュエータテクノロジー
・体内埋込型マイクロセンサーチップ

・軟性内視鏡自動制御技術

・自動生検実行システム

・3 次元空間認識・ナビゲーション技術

・体外磁力制御による精密位置制御

・微小生検機能の実装

・カプセル内蛍光分光分析システム

・微小手術器具の格納・展開機構

　　低コスト＆サステナビリティテクノロジー
・ 自然環境で分解するポリマー合成技術

　　生体センシング＆データ取得
・スマートコンタクトレンズ

・皮膚貼付型センサー

・スマートミラー

・持続的腸内細菌叢モニタリング技術

・炎症マーカー（サイトカイン、カルプロテクチン）の連続測定技術
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・腸内 pH、酸素濃度、温度の多項目同時測定

・体外通信用アンテナの小型化技術

　　再生医療・治療技術
・ 人工上皮作製技術

・ 血管網付き腸管組織の作製

・ 生体適合性マトリックス材料の開発
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※本挿絵は長嶋氏の協力を得て制作しました。
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1．対象とする疾患領域の 2050 年の状況
世界規模で見ると、人口増加と高齢化、生活習慣の変化により眼疾患による医療需要が今後急増す

ることが予測されている 61。WHO の報告によれば、現在少なくとも 22 億人が何らかの視覚障害を

抱えており、そのうち 10 億人以上は予防可能または未治療の状態にある 61。とりわけ高齢者と低中

所得国で負担が大きく、2050 年には失明者が約 6,100 万人、視覚障害を有する人は約 8 億 9,500 万

人に達するとの推計もある 62。高齢人口の増大に伴い、主要な加齢性眼疾患の患者数は軒並み増加し、

加齢黄斑変性症（AMD）は世界人口の約 8.7% が罹患する極めて重要な疾患となり、2040 年には患

者数が約 2 億 8800 万人に達すると推計されている 63。同様に、緑内障は依然として不可逆的失明の

主要原因であり、40 歳以上の患者数が 2020 年の約 7,600 万人から 2040 年には 1 億 1,180 万人に

増加する見通しである 64。さらに、糖尿病網膜症は成人の失明原因として増加が懸念され、2020 年

時点で全世界に 1 億 300 万人の患者が存在し、2045 年には 1 億 6,050 万人に増加すると予測され

ている 65。これは糖尿病患者の爆発的増加によるもので、2050 年には世界の成人の 8 人に 1 人（約

8 億 5300 万人）が糖尿病を患う見通しである 66。加えて、近年問題視されている近視の蔓延も深刻

であり、電子機器の多用や屋外活動不足など生活環境の影響で 2050 年には世界人口の約 50%（約

48 億人）が近視に、約 10%（9 億人超）が強度近視になると推定されている 67。強度近視に伴う網

膜変性や黄斑変性（近視性黄斑変性）は今後新たな主要眼疾患として浮上し、高齢化と相まって中高

年での失明リスク要因となることが懸念される。

日本に目を向けても、少子高齢化が進む 2050 年には総人口に占める高齢者の割合が約 4 割に達し、

高齢者の白内障、緑内障、AMD など加齢関連疾患の患者層がさらに厚くなると考えられる。視力低下

は高齢者の生活自立度に直結するため、視機能維持へのニーズは一層高まる。また糖尿病有病率の上

昇に伴い中高年のみならず働き盛り世代での糖尿病網膜症も増加し、就労への影響や社会的損失が問

題となる可能性がある。若年層では、生活環境のデジタル化により小児から青年期の近視発症率が上

昇し、その結果将来的に強度近視者が増えることで中年期以降の網膜剥離や近視性網膜症のリスクが

加藤　浩晃　HIROAKI KATO
眼科の視点

2050 年には失明者が約 6,100 万人、視覚障害を有する
人は約 8 億 9,500 万人に達するとの推計あり

ー SEVEN PERSPECTIVES ー
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2050 年の眼科医療需要は質・量ともに⼤幅な拡⼤が必要
不可欠

近視がもたらす世代を超えた眼科疾患の新たなリスク

高まると予想される。これらにより、2050年の眼科医療需要は質・量ともに大幅な拡大が避けられない。

例えば、白内障手術件数は 2019 年に世界で約 2,900 万件行われたが、2050 年には毎年 5,000 万件

に達すると推定されており 68、手術提供体制の拡充や術者の確保といった量的課題が顕在化する。

以上の背景から、2050 年の眼科領域で特に注目すべきターゲット疾患としては、失明や重度視機能

障害の主要因となる加齢黄斑変性症（AMD）、緑内障、糖尿病網膜症、そして新興する近視性網膜疾

患が挙げられる。

まず AMD は高齢社会で患者数が大幅増加し社会的負担が大きいにも関わらず、萎縮型 AMD など

アンメットメディカルニーズが残る疾患である。中心視力の不可逆的喪失をきたす萎縮型 AMD に対

する治療法開発や、病状が進行した患者の視機能を回復する再生医療技術の必要性は極めて高く、こ

れは失明状態からの視力回復する技術が必要となる（Vision1）。また滲出型 AMD に関しても、現行

の抗 VEGF 療法は頻回の眼内注射と高額な医療費負担を伴い、医療資源への負荷が大きい。治療は存

在するものの適切な頻度で届かないケースもある現状を踏まえると、より持続効果が高く費用対効果

に優れた治療技術や、専門医が少ない地域でも治療を提供可能とするシステムが求められる（Vision2）。

次に緑内障は自覚症状なく進行する慢性疾患であり、患者数の多さに⽐して受診・治療率が低い問題

がある。失明予防には早期発見と長期にわたる経過管理が要となるが、約半数の患者は適切な定期検

査を受けられていないとの指摘もある。このような現状から、広範な住民へのスクリーニング網の構

築や自宅・地域での継続的な眼圧・視野モニタリング技術が重要となる。（Vision2・Vision3）緑内

障は薬物・手術による進行抑制は可能なものの、障害された視神経の機能回復は現在不可能であるため、

将来的には視神経再生や保護を目指した技術、例えば神経再生治療や遺伝子治療による根治も求めら

れる。（Vision1）

糖尿病網膜症は上述の通り患者数が爆発的に増える疾患であり、成人期の失明原因第 1 位となって

社会的・経済的インパクトが大きい。レーザー光凝固や硝子体手術、抗 VEGF 薬により多くの症例で

失明を防げるにも関わらず、発展途上国や医療過疎地域では治療どころか検診すら行き届かず「ある
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のに届かない医療」の典型となっている。したがって、安価で大量の患者をカバーできる網膜症スクリー

ニング技術（例：AI による自動診断）や遠隔診療ネットワークの整備が求められる（Vision2）。実際、

近年ではプライマリケア診療所で眼科医不在でも網膜写真から網膜症を自動検出できる AI システムが

実用化されており、今後さらなる普及が期待される。また、進行した増殖網膜症に対しても将来的に

は硝子体手術ロボットや薬物療法の進歩により低侵襲化・視力維持が図られる可能性がある。（Vision1）

最後に近視性網膜疾患（強度近視に伴う網膜変性や黄斑変性）は、2050 年にかけての強度近視者増

加により新たな失明原因として無視できなくなる。現在、有効な治療法が限られる領域であり、網膜

の萎縮・変性そのものを予防・修復する再生医療や、進行抑制のためのライフスタイル介入技術（例

えば小児期からの屋外活動促進や低濃度アトロピン点眼の普及など）が求められる（Vision1）。同時に、

強度近視はアジアを中心に患者急増が予測されるため、眼鏡・コンタクトレンズによる矯正や定期検

診を含め地域レベルでのケア体制拡充も求められる（Vision2・Vision3）。

2. 2050 年に求められる当該疾患領域の医療技術
技術①：超早期網膜変性リアルタイム診断・治療統合システム

萎縮型加齢黄斑変性（AMD）や網膜色素変性症は、ごく初期の分子レベル異常から数年単位でゆっ

くり進行し、気付いた時には視機能の回復が難しい段階に至ることが多い。2050 年には、このタイ

ムラグを“限りなくゼロ”に縮める統合デバイスが登場していると考えられる。装置は網膜の分子の

様子を色ごとに瞬時に写し出す高性能カメラが組み込まれて、網膜細胞の代謝ストレスや酸化ダメー

ジをリアルタイムに可視化する。取得した 4D 画像は即時解析され、異常シグナルが検出されると同

時に、直径 20 µm 級のナノロボット群が硝子体腔の患部へ、薬剤や遺伝子ベクター、iPS 由来視細

胞を精密投与するというような、診断から治療までを一続きのワークフローにまとめた「イメージン

グ一体型治療システム」である。眼科医は遠隔で治療強度や投薬量を微調整する。こうしたシステム

が普及すれば、失明リスクの高い患者も視機能を維持したまま社会生活を続けられる可能性が高まる。

（Action1：常態再現にむけた診断機器 / 治療機器）

技術②：グローバル統合眼科クラウドプラットフォーム
世界各地の診療所・病院・在宅ケア端末・患者スマートデバイスをつなぎ、眼科に関するあらゆる

データを“ひとつのクラウド”に集約する汎用連携基盤である。診療現場で撮影された眼底 OCT や

視野データ、さらにはスマートコンタクトから送信される眼圧・涙液バイオマーカーといった生活デー
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タまで、秒単位でプラットフォームにアップロードされる。

AI は数億件規模の症例を並行解析し、鑑別診断、重症度ス

コア、最適治療プロトコルを即座に返す。メーカーや医療

機関が異なってもデータ互換性が保たれるオープン API 仕

様を採用し、糖尿病管理や神経内科領域のプラットフォー

ムとも相互連携することで、全身疾患の早期発見にも寄与

する。グローバル統合眼科プラットフォームが標準インフ

ラになれば、地理的・経済的格差による診療品質の違いは

ほぼ消失し、患者は居場所を問わず世界最高水準の眼科医

療にアクセスできる。（Action2：プラットフォーム医療技術）

技術③：ポータブル統合眼科デバイス（診断＋レーザー初期治療）
開発途上国の農村や離島・被災地など、眼科専門医が常駐しない地域では“その場での初期治療”が

失明防止としてとても大切である。ポータブル統合眼科デ

バイスは、手持ちサイズの大きさで広視野 OCT、眼底 AI 

解析モジュール、選択的レーザー線維柱帯形成術（SLT）ユ

ニット、網膜光凝固レーザーなどを一体化した“診断＋治

療”デバイスである。電源や通信も確保されている。救急

隊員や看護師が患者の眼に装置をかざすだけで、AI が病変

の有無と推奨レーザー設定を提示し、遠隔地の専門医がラ

イブ映像を確認しながらレーザー治療を許可する。緑内障

急性発作や糖尿病網膜症の増殖期変化といった失明リスク

の高い状態を、都市部と同等のタイミングで治療できるため、地域格差由来の視覚障害を半減させる。

（Action3：現場に応じた適応型医療技術）

技術④：機能特化型スマートコンタクト（眼圧・血糖センサー）
機能特化型スマートコンタクトはハイエンド OCT や高性能眼圧計を導入できない医療資源下でも

要所を押さえたデータ取得を可能にするものである。1 枚数百円程度で量産できるレンズにセンサー

と電極を埋め込み、24 時間装用中に眼圧と涙液血糖を 5 分毎に測定してスマートフォンへ転送する。
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患者の端末は異常閾値を超える変動を検知すると自動で主治医とグ

ローバル統合眼科プラットフォームにアラートを送信し、緑内障の

薬剤追加や糖尿病コントロールの再評価を促す仕組みである。高度

画像解析や通信機能をそぎ落とし“必要最低限”に特化することで、

デバイス価格と消耗品コストを 1/10 に抑制する。世界中の一次医

療現場や学校検診、企業健診まで適用範囲を広げ、早期介入の裾野

を劇的に拡大する。（Action4：持続可能な簡素で低負荷な医療技術）

技術⑤：マルチオミクス× AI 臨床意思決定プラットフォーム
遺伝子変異、トランスクリプトーム、プロテオーム、メタボロームといった多層オミクス情報を、患

者の生活データ・画像データと統合し、秒単位で治療方針を提示するものである。AI は最新論文・臨

床試験レジストリ・薬剤安全性データベースを常時クロールし、ある患者の遺伝子型や薬物代謝プロ

ファイルを入力すると、「最適薬剤リスト」「投与量」「予測有効率」「想定副作用」をエビデンス付き

で可視化するもの。超早期の個別化治療が可能になる。（Action5：専門知を統合する医療技術）

技術⑥：日常浸透型眼科 IoT エコシステム
2050 年の眼科医療は病院の外で行われる。家庭、オフィス、道、車などの移動中にまで拡張してい

る。家庭ではスマートミラーが毎朝の洗顔時に視力と瞳孔反応をチェックし、眼圧や涙液血糖を測る

スマートコンタクト、視野変化を自動検出する AR グラスなどがある。これら 眼科 IoT が取得したデー

タは、Edge AI で予備判定されたうえでグローバル統合眼科クラウドプラットフォームに同期される。

地域薬局や学校・職場にはタブレット型検査端末が常設され、検査結果は本人の同意のもとクラウド

に上がる。異常シグナルが重なればオンライン診療予約が自動発行され、ドローン配送で点眼薬が届く、

あるいは自動運転モビリティが患者をクリニックへ迎えに行くなど、医療と生活が途切れなく接続さ

れた世界である。こうした仕組みにより、通院困難者や独居高齢者でも“意識しなくても眼科ケアを

受ける”環境が整い、視覚障害による QOL 低下を大幅に防止できると期待される。（Action6：地域・

生活圏へ展開する医療技術）
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3．2035年(10年後)に確立しておきたいコアテクノロジー
　　イメージング技術

・ 次世代高解像度イメージング技術（超高精細OCT、適応光学を用いた網膜細胞レベルのライブイメー

ジングなど）

　　AI・デジタルツイン／ XAI（人工知能）
・ AI（人工知能）アルゴリズムとビッグデータ解析基盤（眼底画像・OCT・視野データ等の自動診断、

リスク予測 AI。エッジ AI によるリアルタイム解析）

　　再生医療・治療技術
・ 再生医療・細胞治療技術（iPS 細胞由来網膜色素上皮シート移植、網膜神経節細胞の再生、角膜内

皮培養移植の確立など）

・ 遺伝子治療・ゲノム編集技術（網膜変性疾患に対するウイルスベクター / 遺伝子編集治療。患者ご

とのオーダーメイド遺伝子治療設計）

・ 低侵襲治療法とドラッグデリバリーシステム（長期間薬剤放出デバイス、経鼻・経眼投与による網

膜薬物送達技術）

　　生体センシング＆データ取得
・ スマートデバイス・IoT 技術（スマートコンタクトレンズやウェアラブルセンサーによる眼圧・生

体情報モニタリング、家庭用検査デバイス）

　　マイクロロボティクス＆アクチュエータテクノロジー
・ ロボティクスと遠隔操作技術（手術用ロボットアームと遠隔制御プラットフォーム。遠隔診療のた

めのロボットアバター）

　　データ基盤・相互運用テクノロジー
・ データ連携標準とセキュアな情報共有基盤（医療機器間インターフェースの標準化、ブロックチェー

ン等による安全な医療データ共有技術）
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　　教育・シミュレーション技術
・ 教育・シミュレーション技術（VR/AR を活用した術者トレーニングシステム、デジタル患者モデ

ルによる治療シミュレーション）

　　感覚器補助技術
・ 視覚補助・代替デバイス（網膜プロテーゼの高性能化、脳皮質インプラントなど視覚情報を代替経

路で提供する技術）
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※本挿絵は長嶋氏の協力を得て制作しました。
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1．対象とする疾患領域の 2050 年の状況
2050 年には世界人口は 100 億人に達すると予測されており 69、先進国における高齢化の進行に加

え、インドやアフリカにおける人口増加が顕著となる。グローバルな疾病負荷（Burden of Disease）

の様相も変化し 70、発展途上国においては公衆衛生の改善により感染症や新生児期の疾患の割合が減

少し、代わって腰痛、アルツハイマー型認知症、慢性腎臓病など、発症後に長期にわたり共存が必要

となる疾患の負荷が世界的に上昇することが予想されている。また、虚血性心疾患、脳卒中、糖尿病、

慢性閉塞性肺疾患など、従来から高い疾病負荷を示している疾患も引き続き主要な課題であり続け、

多くの人が、複数の疾病や死に至らない機能異常を抱え、共存して生きていく時代となる。これはま

すます高齢社会となる日本も同様である。

先進諸国においては生産年齢人口⽐率のさらなる低下が不可避となる。医療資源の効率的な活用のた

め疾病の予防と早期発見により重点が置かれるようになることに加えて、限られた医療専門人材リソー

スを「治療」へシフトさせる傾向が予想されることから、診断領域においては自動化に加えて、患者

自身の日常との融合した診断形式が進むことが考えられる。都市構造の変化としては、過疎地域と人

口集中地域の二分化が進み、多くの国において設置型の診断機器を過疎地域に投資しない・できない

状況が訪れる。

このような人口構造や都市構造等の変化により、画像診断領域（もはや「画像」「診断」ではないか

もしれないが）においては以下のような技術的・社会的ニーズが顕在化する。

◆統合的患者モデリング

・ 個々の病名を患者に当てはめる手法ではなく、臓器横断的に、患者を一つの統合システムとして捉え、

状態を解析する技術（Vision1：質の向上）

・ 「未病」（機能不全には至らないが健康状態から逸脱しつつある段階）をより早期かつ正確に捉え、発

症や重症化を未然に防ぐ技術の確立（Vision1：質の向上）

・ 「後病」（機能不全と共に生活する段階）において、生産性損失を最小化するための状態診断およびモ

隈丸　加奈子　KANAKO KUMAMARU
画像診断の視点

複数の疾病や死に至らない機能異常を抱え、共存して生き
ていく時代

ー SEVEN PERSPECTIVES ー
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ニタリング技術（Vision1：質の向上、Vision3：時間・空間の拡張）

・ 患者が自身の価値観等に基づき、身体機能状態の解釈（疾病の診断）と介入方法の選択を行うことを

サポートする環境（Vision3：時間・空間の拡張）

◆効率化・自動化・均てん化

・ 診断機器へのアクセスが、地域の人口密度や患者の身体能力等の不均一性に影響されない環境の構築

（Vision2：量の拡大、Vision3：時間・空間の拡張）

・ 異常の検出から介入までのTurn around timeの短縮（Vision2：量の拡大、Vision3：時間・空間の拡張）

・ 診断提供者の技能、知識、経験のばらつきが、地理的制約を超えたサポートにより均てん化され、グ

ローバルに高精度な診断が提供される環境の構築（Vision1：質の向上、Vision2：量の拡大）

2. 2050 年に求められる当該疾患領域の医療技術
技術①：全身特徴量解析による理想身体状態からの逸脱定量化

CT や MRI といった画像診断機器は、これまで臓器の形態や血流、運動機能などの可視化を通じて

診断や治療計画に貢献してきた。近年では、画像 1 ピクセル単位の組織情報から原子番号や組成を推

定する技術、AI も活用した Radiomics 解析が発展し、従来では困難であった数百〜数千種類の特徴量

（texture、形状、signal intensity など）の統計的解析が可能となった。これにより、抽出した数値デー

タの平均値に濃淡をつけて可視化した「画像の目視」ではなく、「数値による異常の定量化」に基づい

た早期診断・重症化予測・治療反応評価が進んでいる。並行して、大量の正常画像情報を基に国際的

な標準値としての臓器輪郭や人体モデルを定義する試みも進んでいる。現時点では静的な画像情報を

対象とすることが多いが、今後は同一個体の経時変化や、歩行・バランス・握力などの運動機能測定デー

タ、QOL と密接に関わる身体機能、職業活動や趣味の継続性といった生産性指標などの表出パターン

等のような動的・統合的データが解析対象となると考えられる。

「治療」へシフトする限られた医療専門人材リソースと
自動化され、患者自身の日常と融合する「診断」

多くの国において設置型の診断機器を過疎地域に投資しな
い・できない状況を打破する「届ける技術」
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これらを踏まえて 2050 年には、全身の身体

組織の組成や特徴量を統合的に解析し「理想

的な身体状態（例：その人にとっての最適な

運動能力・感覚能力等）」と、「現状とのズレ（逸

脱）」を個別に定量化できるようになることが

期待される。一部の核医学検査や Diffusion-

weighted Whole body Imaging with 

Background body signal（DWIBS） で は、

全身の代謝状態や炎症分布の可視化を既に実現しているが、今後は空間分解能・時間分解の向上によ

るより微細な組織異常の検出に加えて、何となく体調が悪いといった未病状態からの発症や機能低下

の予測、後病状態における機能回復状況の個別評価と予後予測、各人のライフスタイルや価値観に基

づいた「望ましい身体像」への最適介入ルートの提案に向けた拡張が期待される。（Action1：常態再

現にむけた診断機器 / 治療機器）

技術②：統合型診断 AI プラットフォーム
高齢化が進む先進国では、限られた医療人材で診断精度と提供量を両立させる体制整備が急務とな

る。一方、専門医の育成が追いついていない発展途上国では、人口増加に伴う診断需要をいかにカバー

するかが課題となる。これらを解決する鍵として、2050 年に向けては、一連の診断プロセスが標準化・

集中化・自動化・遠隔化できる統合型 AI プラットフォームの整備が必須となる。

2025 年現在、AI による画像読影支援や遠隔診断の実用化はすでに進んでいるが、今後はその適用範

囲が画像解析のみならず、診断の前段階から後段階までを一貫して支援・自動化する構造へと拡張さ

れる。たとえば CT 検査においては、緊急性や適切性の評価した上での機器アクセスの優先順位付け、

機器パラメータ設定、プロトコルの選択、撮影の実施のための装置操作、病変の検出と分類、診断結

果に基づく次段階医療へのナビゲーション提案まで、統合型 AI プラットフォームで実施され、医師は

その機能を監視し、承認する役割に移行する。国や地域を超えた連携も常態化し、アフリカの地方都

市で取得された CT 画像情報が、即座にプラットフォーム上で処理され、日本や欧州等の専門家の遠隔

監修ののち、標準化された診断と処方提案等が現地の医療者または患者自身に提示されるといった使

い方が期待される。

このような統合型診断 AI プラットフォームは、医療の質とアクセスを同時に向上させる基盤技術であ
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り、医療資源の少ない地域への高度医療の展開、ならびに先進国における医療従事者負担の軽減に貢

献するものと位置付けられる。（Action2：プラットフォーム医療技術 /Action5：専門知を統合する

医療技術）

技術③：脱・据え置き型の診断モダリティ
従来の MRI 装置は超電導磁石を用いるため極低温環境を維持する必要があり、設置にはインフラ整

備が前提となる。このため、医療機関内に固定設置する据え置き型の大型機器が主流であり、都市部

の大規模医療機関に偏在してきた。日本は例外的に CT・MRI 装置の台数が人口当たりで世界最多クラ

スであるためアクセス性は高いが 71、他の多くの国では装置の絶対数が少なく、地方部では検査待機

期間の長期化や、長距離の患者搬送、移動が困難な患者に対してはそもそも検査が実施できない状況

も発生しており、急性期疾患の迅速な対応や悪性腫瘍の早期発見の妨げとなっている。2050 年は人口

の地理的集中化が進み、過疎地域に据え置き型の大型機器を設置するインセンティブがさらに下がる。

現在すでに、Portable CT や低磁場 Portable MRI72 など小型の可搬型装置が救急現場や在宅等で

用いられ、AI による画像再構成技術の恩恵もあり、診断精度と可搬性の両立が現実のものとなりつつ

ある。今後は既存医療機器の発展によるか、あるいは新たな革新的モダリティが出現するのかはわか

らないが、社会的ニーズに対応するために、2050 年にはますま

す小型・移動型の全身診断機器の開発が進むことが予想される。

さらに、住民の生活圏において簡便に利用でき、建物や居住空

間と一体化した「脱・病院」型のスクリーニング装置の登場も

期待される。たとえば、空港に導入されているミリ波全身スキャ

ナーにおいて体内の深部構造の可視化が可能になれば、「病院に

行って検査を受ける」という従来の診断概念は再定義されるこ

とになる。将来的には、駅の改札など日常的な動線上で身体デー

タを経時的に取得し、生活圏内で診断が完結するような新たな

医療の姿も展望される。（Action3：現場に応じた適応型医療技

術 /Action6：地域・生活圏へ展開する医療技術）

技術④：無侵襲診断
医療の本質は治療であり、診断行為については、身体への侵襲は限りなくゼロにするべきである。現在、
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CT・MRI 検査いずれも病変の視認性を高めるために造影剤の静脈内注入を行っている。これは他の診

療状況では類を見ない流速で薬液を注入するものであり、アレルギー反応、腎機能障害、まれに致死

的副反応も発生する 73。また、放射線感受性の高い小児においては X 線被ばくが発癌等のリスクが懸

念され、また長時間静止状態を必要とする MRI 検査では、小児は鎮静を行うこととなり、鎮静行為に

もまたリスクが伴う。

CT 装置は従来、X 線を可視光に変換し、その可視光をフォトダイオードによって電気信号に変換し

て画像化してきたが、近年、X 線のフォトンを直接電気信号に変換した画像を撮影する技術も発達し
74、これにより線量利用効率が高まり、被ばくの低減と診断精度向上、また造影剤減量につながって

いる。また、AI による再構成技術により MRI の撮影時間も短縮している。無侵襲性は、診断精度の確

保と並び、2050 年医療の技術的倫理性を象徴する中心的要素となると考えられ、新たな造影剤の開発、

超音波や赤外線、ミリ波など非電離放射線モダリティの高機能化など、無侵襲性を目指した多層的ア

プローチがさらに進むことが期待される。

（Action3：現場に応じた適応型医療技術 /Action4：持続可能な簡素で低負荷な医療技術）

技術⑤：持続可能で低環境負荷な診断技術
医療機器、とりわけ大型診断装置は、製造・輸送・設置・運用・廃棄の各段階で多大なエネルギーと

資源を消費しており、病院の CO₂ 排出量の中でも画像診断部門の割合は極めて高い。加えて、検査関

連資材（ディスポーザブルのシリンジやチューブ等）のプラスチック廃棄物の課題も大きい。さらに

医療用資源も無限に存在するわけではなく、CT 造影剤に使われるヨードは一部の国でしか産出されず、

2022 年には世界的な供給不足が生じ 75、診断業務に支障を来した。こうした背景から、2050 年に

は医療機器の持続可能性、資源制約への対応力、脱炭素化対

応は避けて通れない。再生可能エネルギーでの駆動性、リユー

ス・リサイクル可能なパーツモジュール化、省エネルギー構

造、脱炭素製造プロセスなど、環境・資源への配慮を統合し

た診断機器設計・運用思想が求められる。

（Action3：現場に応じた適応型医療技術 /Action4：持続

可能な簡素で低負荷な医療技術）
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3．2035年(10年後)に確立しておきたいコアテクノロジー
　　AI・デジタルツイン／ XAI（人工知能）

・ 年齢・性別・生活背景等に応じた「理想的な身体状態」のモデルを構築するための大規模健常者デー

タ解析技術（多変量バイオマーカー、統計的ベースライン）

・ マルチモーダル医療データ統合（画像・テキスト・波形・検査値の統合処理）と病的状態進行への

予測モデル

・ 緊急度や撮影優先度の判定→適切な検査選択→画像解析→診断→リスク分類→介入推奨までのシー

ムレスな AI ワークフロープラットフォーム

　　生体センシング＆データ取得
・ 微細な身体パターン変化（例：局所的な信号のゆらぎ、歩行周期の乱れ）を継続的かつ高精度に検

出するセンシング技術と解析アルゴリズム

・ 常時モニタリング可能な非接触・無拘束型の計測技術とそれを地域や在宅で広く使える通信インフ

ラ

　　データ基盤・相互運用テクノロジー
・ 多様な疾患における治療と診断の統合（Theranostics）

・ 海外拠点からのクラウドベース診断支援プラットフォーム

　　イメージング技術
・  患者の状態に応じた自動でスキャンパラメータ最適化（線量、撮影角度、造影タイミング）および

遠隔監視技術

・ より小型で移動性の高い MRI 技術

・ 低電力・軽量・可搬型 MRI ／ CT の撮像ハードウェア

・ 小型画像機器用のノイズ抑制・高画質再構成アルゴリズム

・ 造影剤非使用での血流・代謝可視化技術

・ 自由運動下での撮影を可能とする高速スキャン技術

・ 生体組成・代謝解析が可能な診断技術

・ X 線に代替する透視技術
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・造影剤低減撮像技術

・代替造影剤（生分解性・天然由来）の開発と実用化

　　低エネルギー & ハーベスティング
・バッテリー駆動と長時間稼働のための電源技術

　　低コスト＆サステナビリティテクノロジー
・建物に依存しないキャリブレーションや磁気遮蔽

・医療機器用リユース／リサイクル可能素材の標準化

・消費電力を抑えた画像処理技術とデバイス設計

・CO₂ 排出量の少ない機器製造プロセス開発
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※本挿絵は長嶋氏の協力を得て制作しました。
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医療技術の未来に向けて
TOWARD THE FUTURE OF 
MEDICAL TECHNOLOGY

4
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未来世代が描き出す 2050 年の医療技術

医療技術フォーサイト 2050 の将来

医療技術フォーサイトでは、2050 年の世界の状況を踏まえた医療、そしてその医療に応えるための
医療技術とは何かという視点から、未来像を描き出すことを目指した。

2050 年には、人口構造の変化、新たな医療格差、都市構造の変化といった社会からの要請に加え、
医療の知識構造の進化、疾患数の増加、人（技術・知識）とモノ（機器）の⽐重の変化など、医療そ
のものの前進も予想される。こうした大きな変化の流れの中には、数多くの「問い」が存在している。

私たちは本書を通じて、単なる技術の進化を描くのではなく、どのような課題が存在しているのか
を正面から捉え、正しく恐れながらも、未来を明るく形づくるための取り組みとなるように努めた。

私たちは医療の現場で働く医師たちとの対話を起点とし、変化の兆しを読み解き、構想すべき未来
像を問いとして抽出してきた。そうしたプロセスを経て浮かび上がってきたのが、3 つの Vision と 6
つの Action である。

3 つの Vision は、医療の質を向上させるための「質の軸」、医療の量を拡大するための「量の軸」、
そして医療の時間・空間を拡張するための「拡張の軸」として位置づけられ、それぞれが異なる方向
から未来の医療技術を照らし出している。そして、それらを支える 6 つの Action はいずれかの軸上
に配置されるわけではなく、複数の Vision をまたぐ形で横断的に配置されることとなる。すなわち、
2050 年の医療技術は単線的な進化ではなく、多様は状況と課題が複雑に交差する中での進化を求めら
れているといえる。

すなわち、2050 年の医療技術は三軸で構成された立体構造の中において、単線的な進化ではな
く、様は状況と課題が複雑に交差する中での進化を求められていることを示している。ここで描かれ
た 2050 年の医療技術は、単一の方向に進むものではなく、質・量・関係性を同時に問う重層的な
Vision のもとで構想されている。こうした複雑で多様な世界に挑んでいくためには、単線的な未来予
測は役に立たないばかりか、そもそも未来を正確に予測することは誰にもできないという認識のもと、
多元的な問いを束ねる構想力と、それらを時代や社会の変容とともに変化させていく柔軟な適応力、
現場とともに形づくっていく共創の姿勢が求められる。私たちはこの立体図「医療技術フォーサイト
2050」を、未来の医療をともに設計するための出発点として提示した。

すなわち、未来に対する「備え」として、個々人自らが考えるためのテンプレートとなりうるもの
である。

言い換えれば、本書に記した Vision や Action は、完成された未来像ではない。むしろ、読者一人
ひとりとともに思考し、議論し、試行するための「開かれた問い」として提案するものである。

なお、本書にはまだ描き切れていない視点も多い。診療科の網羅性には限界があり、たとえば整形
外科、形成外科、皮膚科、感染症、精神疾患などの領域は十分に検討できていない。また、プラネタリー

4.1

4.2
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ヘルス（Planetary Health）といった新たな課題にも踏み込めていない。そして技術については、今
後エンジニアとの対話によってさらに深められる論点が多く残されている。これらを社会実装につな
げていくためには、行政との協働も不可欠である。

こうした背景を踏まえ、私たちは本書をひとつの出発点として、多様な疾患領域や立場から 2050
年に向けた医療技術の姿について、より広く積極的な議論が各所で展開されることを期待している。

「医療技術フォーサイト 2050」の取り組みを一過性のレポートで終わらせるのではなく、継続的な
議論と共創の場として育てていきたいと考えている。未来の医療は、単独の専門家や組織だけでは描
けない。医療者、研究者、技術者、行政、市民といった多様な立場が自分事として交わることでこそ、
新たな視点が生まれ、社会に根ざした医療技術が形づくられていくはずである。

未来の医療技術を、ともに問い、ともに構想し、
ともに動いていく
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